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［見通しに関する注意事項］ 

本冊子にある将来の業績予想・事業環境予測などに関する記述は、ミスミグループが入手できた情報に基づいた
ものであり、これらの予想・予測には不確実な要素が含まれています。また、これらの予想・予測を覆す潜在的な
リスクが顕在化する可能性もあります。したがって、将来の実際の業績・事業環境などは、本冊子に記載した予想・
予測とは異なったものとなる可能性があることをご承知おきください。

At a Glance

ミスミグループのお客さまは、世界で30万社以上。
国内外で、多くのお客さまに選ばれ続けてきました。

製造現場で使うFA※製造装置用や金型用の精密部品を開発、製造、販
売しています。
本来は部品ごとに図面を書き受注生産となる部品を、独自の方法でカ
タログ化。図面不要の型番によるWEBオーダーの利便性と「確実短納
期」、さらにはCADシステム連携サービスの提供などにより、お客さま
の非効率を解消します。
※Factory Automation

メーカー事業

ミスミブランドに加えて、他社ブランドの商品も広く取り扱う流通事業で
す。取り扱いメーカー数は国内で3,000社を超え、取り扱い商品点数は
2,000万点を突破。グローバル事業展開を拡大中です。　
生産材をワンストップで購入・管理したいという、お客さまのニーズにお
応えします。

流通事業 MTO※の強み
※Make to Order : 受注製作品P.06

グローバル
確実短納期の強化P.07

VONA※事業
による革新
※ Variation & One-stop by New Alliance
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お客さま ミスミグループは、メーカー事業と流通事業を併せ持ち、それらを強力
な IT基盤、事業基盤が支えています。このユニークなビジネスモデルによ
り、グローバルで確実短納期を実現し、お客さまに時間価値を提供する
ことが使命です。

生産材プラットフォ ームへの業態変革

ミスミが選ばれる理由

39%  

61%  

301,358社

顧客数
（2019年3月期）

 116,238社
国  内

185,120社
海  外

事   業    基   盤

基   盤 I T
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進化するデジタルものづくりに対応し、
ミスミのビジネスモデルを
革新していきます。

大野 龍隆
代表取締役社長 CEO

トップメッセージ

　2019年3月期（以下、2018年度）の世界経済は、スマート
フォン・自動車業界の販売不振や米中貿易摩擦の長期化によっ
て、とりわけ製造業の投資意欲が下半期に入って月を追うごと
に減退するという状況でした。こうした環境下、当社グループの
連結売上高は、3,319億円、前年同期比で6.1％の増収となり
ました。計画に対しては未達ながらも、8期連続で過去最高の
売上高を更新しました。一方、利益面につきましては、足元の需
要減速を見越して収益管理を徹底しつつも成長加速に向けた
投資を継続したことなどにより、営業利益が318億円（前年同
期比8.5％減）、当期純利益は240億円（前年同期比6.1％減）
となりました。
　事業別の業績については、FA事業は、主に中国や韓国におけ
る設備投資需要減速の影響を受けたものの、確実短納期の強
みを着実に浸透させることで、東南アジア・欧州で積極的に自
動化需要を取り込んで、売上高は前年同期比3.8%の増収とな
りました。営業利益は事業強化に向けた費用が増加し、前年同
期比6.6％の減益となりましたが、営業利益率は17.2％と高収
益性を継続維持しています。
　金型部品事業は、主要国での自動車関連需要が減少したも

のの、東南アジアにおける販売活動が好調だったことから、前年
同期比でほぼ同水準の売上高を維持しました。また、営業利益
は、のれん等の償却費用が減少し、前年同期比4.1%の増益と
なりました。
　VONA事業は、積極的な販売拡大施策により国内事業の成
長が継続したことに加え、東南アジア地域などの海外事業拡大
により、前年同期比11.4％の増収となりました。一方、営業利
益は、国内および海外における事業拡大に向けた先行費用の増
加などにより、23.1％の減益となりました。
　地域別の売上高としては、中国の設備投資需要が弱含みだっ
たものの、東南アジアにおいては自動車・エレクトロニクス分野
の量産工場からの需要を取り込み、アジア全体の売上高は前年
同期比6％増（現地通貨ベース）となりました。米州においては、
FA分野の品揃え拡大効果に加え、メキシコの市場開拓本格化
などにより、前年同期比7％増（現地通貨ベース）となりました。
さらに欧州においても、確実短納期の優位性によって広範な業
種で顧客開拓が進み、前年同期比12%増（現地通貨ベース）と
なりました。なお、当期の海外売上高比率は47％となりました。

顧客数の推移

　ミスミグループが世界中のお客さまに選ばれる理由は、Ｑ（高
品質）、Ｃ（低コスト）、Ｔ（確実短納期）を追求し、日々進化を続
けていることにあり、さらには製造業向けの取り扱い商品がグ
ローバルで最大規模を誇る合計2,670万点という点数にもあり
ます。「ミスミならすべてが揃う」といった安心感が世界中のお
客さまから支持される大きな強みとなっています。
　これらミスミグループならではの強みによって、2018年度の
厳しい経営環境下であっても、顧客数が前期比15％増加し、グ
ローバルで30万社を突破しました。これは、当社グループのビ
ジネスモデルが世界中のお客さまに求められていることの実証
であり、今後もそのニーズは高まっていくものと確信しています。
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景気減速が顕在化する中で、売上高は8期連続で過去最高を更新

グローバルでの顧客数が30万社を突破

　ミスミグループは、製造現場で必要とされるFA製造装置用
部品や金型用部品を製造・販売する「メーカー事業」と、他社商
品も含めた生産副資材から消耗品まで幅広い商品群を販売する
「流通事業」を併せ持つユニークな業態となっています。
　製造業の現場では、機械部品が1つでも揃わないと生産ラ
インの立ち上げなどが遅延し、事業計画に大きな影響を及ぼし
ます。製造業の多くの企業が複数の国・地域で生産活動を展開
している中、自国で調達している部品をどの国の工場でも納期ど
おりに届けることができるサプライヤーは非常に少ないのが現
状です。
　私たちは、生産材を調達する際のお客さまの非効率なプロセ
スを解消しながら、“ミスミに発注すれば、納期が読める”という
「確実短納期」、すなわち「時間価値」をお客さまに提供すること
が最大の使命と考えています。この使命をグローバルで実現す
るため、ビジネスモデル、組織、事業戦略、およびオペレーション
の観点から、他社にない優位性を持った企業になることを目指
し、「時間戦略」を追求しています。

　当社グループが長年にわたり企業価値を向上させることがで
きている理由は、常にお客さまの利便性を考え、「製造業最適
化」に焦点を当て、それにふさわしい商品やサービスを世界各地
に「Q（Quality：高品質）、C（Cost：低コスト）、T（Time：確実
短納期）」で提供するビジネスモデルを継続的に進化・革新させ
てきたからです。

「世界の製造業の『裏方』」
＋

「確実短納期一個流し」

ミスミ事業コンセプト
Model Excellence

ミスミ業務コンセプト
Operational Excellence

「時間とたたかう」

ミスミ戦略コンセプト
Strategic Excellence

「ミスミQCTモデル」
「末端やたら元気」

＋
「戦略的束ね」

ミスミ組織コンセプト
Leadership Excellence

社会的使命を具現化するためのコンセプト（4つのエクセレンス）

「確実短納期」をグローバル市場で展開できる優位性



　2019年度の世界および日本経済は、米中貿易摩擦のさらな
る長期化への懸念などにより、不確実性が一層高まっています。
また、スマートフォンに代わってFA業界を牽引する新たな産業
が現時点では乏しく、加えて欧州などの地政学リスクにも留意
が必要であり、短期的には景気減速に対する懸念が強まるもの
と思われます。しかし、長期的には、デジタルものづくりの進化
がグローバルで加速し、自動化への流れも不変であると認識し
ています。したがって、当社グループは、グローバル確実短納期
の優位性などにさらに磨きをかけることで市場シェアを伸ばし、
デジタルものづくりに適合した事業モデルの革新に継続して取

　2018年度の顧客数30万社突破に大きく貢献したのが、800

垓のサイズバリエーションの精密機械部品を確実短納期でお届
けするメーカー事業としてのビジネスモデルであり、幅広い品揃
えの商品群を同様に確実短納期でお届けするVONA事業の拡
大です。ECサイト「MISUMI-VONA」は、製造現場で使用する
様々な商品をワンストップで効率よく調達したいというお客さま
のニーズと、サプライヤーとして自社販売網以外に販路を拡大し
たいという生産間接材メーカーのニーズをグローバルでつなげ
るECプラットフォームで、2,670万点の取り扱い商品において

　2016年より提供を開始している、3D CADデータからの自
動見積もり・発注を可能にするオンラインサービス「meviy（メ
ヴィー）」では、2019年3月より新たにFA用部品の切削プレー
トを提供範囲に加えました。今回のサービス拡充によって、お客
さまが設備・装置の設計で使用する大部分の図面加工品に対応
することが可能となり、これらの部品について瞬時に見積もりを
取得し、発注できるようになりました。今後も、これらECサイト

やオンラインサービスの機能強化を図り、お客さまの利便性を
追求していくことで、市場から選ばれ続けるミスミグループを目
指していきます。

り組みます。同時に、短期的な需要減への対応として、生産拠
点の拡張計画や稼働時期を見直すとともに、調達コスト低減な
どにも取り組むことで増益へとつなげていきます。
　こうした施策を推進することにより、2019年度の売上高を
3,550億円、営業利益は354億円、当期純利益は259億円と
予想しています。
　2019年度は、デジタルものづくりの進化に対応して「確実短
納期」の強化を継続し、グローバルで顧客基盤を拡大するなど、
持続的成長を目指してまいります。引き続き、皆さまからの一層
のご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

「高品質・低コスト・確実短納期」を追求しています。また、国内
市場では積極的な販売拡大の取り組みを推進し、海外市場では
各国の現地顧客ニーズにきめ細かに対応したECサイトを構築。
お客さまの声に即時対応できるミスミならではのプラットフォー
ム確立により、グローバルでの顧客数を拡大しています。
　こうした IT基盤強化施策の実行が当社グループの競争優位
性を高め、結果として、2018年度の連結売上高の最高更新と
顧客数の拡大につながっています。

グローバルユニーク合計

2,670万点
（2019年3月末時点）

5極
体制
5極
体制

日本

アジア中国

欧州 米州

商品グローバルネットワーク 新ECサイトのグローバル展開

「meviy」切削プレートサービスの画面イメージ

（例）中国ECサイトのリニューアル

直感的理解を重視する
中国顧客を意識した
デザインに

（億円）

3,500

78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19（年度）
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連結売上高 戦略経営を推し進め、自助努力による持続的成長を目指す ▶ 前年同期比 6.9％増

三
枝
三
枝
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O

C
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O

大
野
大
野
C
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O

C
E
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三
枝
議
長

三
枝
議
長

創業期創業期

世界大不況世界大不況

第2創業期第2創業期

ミスミグループの業績推移

（注）1989 年度は決算期を変更した都合上省略してあります。

平均成長率平均成長率
15%15%／年／年

平均成長率平均成長率
11%11%／年／年

大
野
大
野
C
E
O

C
E
O

2019年度
 3,550億円（予想）
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デジタルものづくりに適合した事業モデルの革新を継続



ミスミは「確実短納期」を追求し、「時間価値」を提供することでお客さまに選ばれてきました。
国内の標準出荷納期は2日、納期遵守率は99.96％。今後もグローバルで確実短納期体制を強化し、
お客さまの生産材調達のさらなる効率化に貢献していきます。

ミスミのカタログでは、部品のサイズをミクロン単位で指定することができ、このバリエーションを含めると、ミスミの取り扱い商品
アイテム数は800垓 (1兆の800億倍 )を誇ります。この中からどの部品が、いつ、どこから、どの量で注文が入っても、確実短納期で
お届けすることができます。

MTOの強み
より一層の競争力強化と商品の安定供給を図るためには、確実短納期体制をグローバルに構築することが必要不可欠です。旺盛な自
動化需要への対応に先手を打つべく、日本・中国・アジア・米州・欧州の5極の生産能力を拡充するとともに、グローバル物流体制を拡
充し、短納期需要を取り込んでいきます。

グローバル確実短納期の強化

本来は特注品である部品を、ミスミのカタログでは「標準化」して掲載しており、部品の寸法や仕様を一覧表から選ぶだけで発注できます。
これにより、部品一つひとつを図面作成して発注する従来の方法に比べ、大幅な時間短縮を実現することが可能となりました。

商品標準化による抜本的改革
ミスミ独自のビジネスモデル「ミスミQ（Quality：高品質）、C（Cost：低コスト）、T（Time：確実短納期）モデル」を世界中の生産・物流拠点で
実現させることにより、グローバルで通用する競争力を確立しています。

確実短納期を支える事業基盤

グローバル確実短納期生産体制

グローバル物流拠点の拡充

物流拠点数 

15拠点 ▶ 16拠点 ▶ 17拠点
（2018年度）（2017年度）

時間勝負の一個流し

小ロット・短納期・最小在庫

納品
注文

納品
注文

納品
注文

大ロット生産の利益

世界最適地生産・規模のメリット

（例）ベトナム工場

中国

日本

タイ

半製品製造 船で運送 最終仕上げ お客さま

豊富な商品バリエーションを、在庫を最小限に抑えながら確実に短納期で出荷するためのカギは、部品の半完成品である「半製品」です。この半製
品をベトナム工場などで大量生産し、消費地でお客さまの注文どおりに「短納期一個流し」で最終仕上げをすることで、低コストと確実短納期を実
現しています。

矛盾する 2つの競争優位性を同居

ミスミカタログによる部品発注手順

部品タイプの選択
（形状、材質・表面処理）1

2 指定寸法を選択

3 注文

型
番
生
成

（形状）

P Q

F L
B

D

T
S

SC L1

TYPE L
1mm単位

F・T
1mm単位

B・S
1mm単位 P・Q選択 SC

1mm単位D ℓ1

SFAU

6 25～ 596
2≦ F≦ P×5

2≦T≦Q×5

（P≦6のとき）　　
B≦F-2

（P＝8・10のとき）
B≦F-3

3  4  5

SC＋ℓ1≦ L
SC≧ 0

8
8 25～796 3  4  5  6

～ ～ ～ ～

50 25～ 1,496 16  20  24  30 20

ストレート 両端めねじ 片端おねじ・片端めねじ

SFAU 8 396 B21F23 SC46

L F

P5 Q6T28 S25

B P T S Q SC

両端おねじ

TYPE D

駿河清水工場

駿河ベトナム工場

ＤＬ※ポルトガル工場 ＤＬ※オハイオ工場

駿河南通工場

5極
生産体制

5極
生産体制

日本

アジア中国

欧州 米州

（半製品） （完成品）

2018年度拡充・新設
2019年度新設（2019年7月現在） （2019年7月現在）

※ Dayton Lamina社
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地域ごとに異なる顧客ニーズに即時対応すべく、品揃えを強化・拡大しています。
また、グローバルで各地域に根差したECサイトを構築。現在では、16ヵ国11言語のECサイトを展開しており、受注製作品
800垓（1兆の800億倍）のバリエーションから消耗品までを簡単に検索し、見積もり・発注することが可能です。

豊富な商品ラインアップ

ミスミのECサイトである「MISUMI-VONA」は、製造現場で使用する様々な商品をワンストップで効率よく調達したいというお客さまのニーズと、
サプライヤーとして自社販売網以外に販路を拡大したいという生産間接材メーカーのニーズをグローバルでつなげるECプラットフォームです。

生産間接材のワンストップ購買を可能に

国内における取り扱い商品点数は2,070万点を超え、製造業向けの品揃えとしては最大規模を誇ります。
国内取り扱いメーカー 3,324社／国内取り扱い商品点数2,070万点

16ヵ国11言語でECサイトを展開 カタログ

ミスミの流通事業であるVONA事業は、ミスミブランドの商品に加え、工具や手袋をはじめとする生産現場で使用する製造副資材や
消耗品を含む他社ブランド商品も取り扱うプラットフォームとして、2010年よりスタートしました。グローバル展開を図ることで、事業
の成長を加速しています。

VONA事業による革新

ミスミグループの主な取り扱い商品

取り扱い商品

FA用メカニカル
標準部品

シャフト
タイミング
プーリ

リニア
ブッシュ

平ベルト
コンベヤ

セット
カラー

位置決め
ピン

歯車 カップリング

位置決め・計測機器
（OST※事業）

自動
ステージ
ユニット

アクチュ
エータ

光学
計測器

光デバイス
組立検査装置

プレス金型・プラ型用
標準部品 パンチ

ボタン
ダイ

エジェクタ
ピン

スプルー
ブシュ

　
　

メカニカル商品／
ねじ・ボルト・
座金・ナット

センサ・
スイッチ

継手 ねじ・ボルト・
ナット

キャスタ

配線部品／
制御部品・PC部品 コネクタ スイッチ ケーブル トランス

切削工具／
生産加工用品 エンドミル

六角棒
レンチ

施盤用
チップ

ノギス

梱包・物流保管用品／
安全保護・環境衛生・
オフィス用品

台車 作業用手袋 パーツ
クリーナー

研究開発用品

金
型
部
品

事
業

メ
ー
カ
ー
事
業

流
通
事
業

FA用メカニカル標準部品
2018年度版

全 巻

FA用メカニカル標準部品
2018年度版

全 巻

2

金属加工用工具･消耗品

コストダウンを
強力にサポート！

2019

※ OST：Optical＆Scientific Technology

F
A
事
業

V
O
N
A
事
業

サプライヤー お客さま

日本の生産間接材
サプライヤー

海外の生産間接材
サプライヤー 中小企業

マーケティングサービス

コールセンター

eカタログ

生産間接材
データベース

ロジスティクス

システム連携基盤

情報システム

ECプラットフォーム
（高い検索性・購買手間削減）

ミスミ事業基盤
（高品質・確実短納期・優位価格）

+

+

MISUMI-VONA

お客さまへの
幅広いアクセス

（＝グローバル販売）

生産間接材の
一括購入可

（＝多段階流通解消）

大企業

生産間接材市場
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現在、世界中の製造現場でデジタルものづくりが加速度的に進んでいます。
ミスミは、部品調達のデジタル革命「meviy（メヴィー）」サービスをさらに進化させ、従来の紙・WEBカタログを超える新たな時間価値を
提供することで、デジタルものづくりへの対応を強化しています。

MISUMI Group Annual Report 201910 11MISUMI Group Annual Report 2019

ミスミでは、部品1個の注文からでもミクロン単位の寸法要望に応えるMTO品（受注製作品）提供の強みに加えて、紙カタログや検索性に優れた
WEBカタログにより、製造業における部品調達プロセスに革新を起こし、確実短納期でお客さまに商品をお届けしてきました。
紙やWEBのほかに第3のメディアとして、3D CADシステムとの連携ツールを提供することにより、さらなるモデル革新を図ります。
「meviy」は、標準規格化されたカタログへの掲載が難しい複雑な部品、いわゆる図面特注品領域での確実短納期を実現しました。

紙カタログで商品を選定し、
WEBで注文

WEBで商品を選定し、
そのまま注文

WEB（eカタログ）紙カタログ

設計作業の中で部品を選定、
見積もりも即時確認

3D CAD

第 3のメディア

FA用メカニカル標準部品
2018年度版

全 巻

第 1のメディア 第 2のメディア

（メヴィー）

「meviy」は、2016年に金型部品のサービスを開始し、2017年には試作加工品（Rapid Prototype）を、2018年には板金部品・切削プレート
と、お客さまのニーズに応えて提供商品を順次拡大してきました。現在、利用ユーザー数は20,000名を超え、そのリピート率は8割以上、利用
部品点数は160万点と大変ご好評をいただいており、部品調達のデジタル革命「meviy」の価値がものづくりの現場に広がっています。

試作加工品
（Rapid Prototype） 板金部品

切削プレート金型部品

製造業における部品調達のデジタル 革命特 集

私たちは、設計工数の削減を目的として業務に取り組んでいます。
「meviy」なら3Dデータ作成後に、再度、2D図面を作成する工数を削減でき、今まで以上に構想などのクリエイティブな
ことに時間を使えるようになりました。また、自動車産業はグローバル化が進んでおり、どこからでも日本と同じような流
れで同じ品質の部品が提供される「meviy」はリードタイム削減につながっています。

ユニプレス株式会社 様

お客さまの声 私たちは、自社でなくてはできない設計業務などの付加価値の高い業務に集中し、部品調達に発生するコミュニケー
ションを極力減らしていきたいと常々意識しています。
「meviy」を使ってみて、部品調達に関わる納期短縮のインパクトが大きかったです。見積もりが一瞬で出てくること、そし
て、部品手配に通常2～３週間程度かかるものが半分以下で届くのもすごいです。納期厳守の宇宙機器用部品の開発で
も、かなり助かっています。

お客さまの声

株式会社由紀精密 様

製造業では3D CADによる設備設計の普及が進む一方で、部品調達のプロセスにおいては、手配図面の作成、見積もり依頼、納期確認、
交渉といった多くの作業を人手に依存するなど、多大な非効率が残存しています。部品調達のデジタル革命「meviy」は、このプロセスに
潜む多くの課題を一挙に解決すべく、図面特注品も人手を介さずにデータのみで部品調達を可能にした新しいWEBサービスです。
部品の3Dデータをアップロードするだけで即時に見積もり・発注が可能、最短1日で出荷でき、手間と時間の大幅な削減を実現しま
した。今後もサービス拡充に取り組み、お客さまが「meviy」を通じて世界中のどこからでも簡単に部品を調達できるプラットフォームとし
て発展させることで、さらなる「時間価値」を提供していきます。

・ 独自のアルゴリズムによる自動見積もりシステムで、24時間365日いつでも価格や納期を
即時に算出、1週間程度かかる見積もり待ち時間が実質ゼロになります。
・ 製造可否もシステムが自動で判定し、設計ミスによる手戻りを回避できます。

・  ３Dデータだけで部品を調達できるため、1枚30分程
度かかる手配用の図面作成から解放されます。

・ 独自のデジタルマニュファクチュアリングシステムにより、製造データをダイレクトに工場の工作機械に転送し加工を実施することで、最短 1日で出荷
が可能です。
・ 通常 2週間程度かかる部品の製造納期を大幅に短縮します。

即時見積もり

ＦＲＯＮT-ＥＮＤ 革新 ＢＡＣＫ -ＥＮＤ 革新

3Dデータで直接手配、図面作成は不要Point 1 Point 2 独自システムによる自動見積もり Point 3 確実短納期の実現

発注

自動変換

受注データ

0101110111
1011100011
1110000110
01011・・・・

製造データ 部品加工 製品
価格・納期・
型番確認

「meviy」に
アップロード3Dで設計

転送

ここが違う ！ 3Dデータアップロードで、
即時見積もり、最短1日出荷。



グローバル・ネットワーク（2019年7月現在）
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 ● 営業拠点 ■ 物流拠点 ▲ 生産拠点

64 17 23

北  米

アジア

日  本

欧  州



環境への取り組みと社会貢献

　環境 ISO活動

　当社連結子会社である（株）駿河生産プラットフォーム、Dayton 

Lamina社などの国内外主要工場にて「ISO14001」を取得してお
り、環境活動方針に沿った管理運営を行っています。

　「ROBO-ONE（ロボワン）」は、2002年より始まった二足歩行
ロボットによる格闘競技大会です。ミスミグループは、2016年よ
り「ROBO-ONE」のメインスポンサーとして協賛し、ものづくり
に関わる人々の熱い想いを応援しています。
　2019年2月23・24日には、「MISUMI presents 第34回

ROBO-ONE」がバンドー神戸青少年科学館（兵庫県神戸市）

にて開催されました。日本のほか、韓国や台湾など5カ国から延
べ185台（ROBO-ONE：105台・Light：80台）のロボットが参
加するなど、「ROBO-ONE」のグローバル化がますます進んで
います。優勝・準優勝に加えて、優れたデザインやダイナミックな
動きで観客を魅了した3体のロボットに対して「ミスミ賞」を当社
から贈呈しました。

ミスミグループは、社会の持続的発展に寄与することを目指し、本業を通じた社会への貢献を果たす
とともに、環境保全などの社会の要請に配慮した調達を推進し、グループ共通の「環境方針」のもと
で信頼性の高い製品・サービスの提供に努めています。また、次世代のものづくり人材育成への貢献
にも注力しています。

　「ROBO-ONE」に協賛

　欧州連合（EU）によるRoHS（特定有害物質使用制限）指令、

REACH（化学物質の登録、評価、認可および制限に関する規則）な
どの規制により、環境化学物質の管理基準は世界的に年々厳しく
なっています。ミスミグループでは、環境化学物質の管理はお客さ
まが商品を選定される際の重要な要素と考えています。そのため
に、RoHSやREACHに基づき商品の対象物質含有調査を行うと
ともに、協力メーカーの管理体制調査および改善指導を積極的に
実施、カタログやWEBサイトにてRoHS対応ステータスを表記す
るなど、適切な対応を実施しています。

一軸ユニット

　環境化学物質の管理

　環境化学物質の法規制およびその他の要求事項を遵守すべ
く、ミスミグループでは「グリーン調達ガイドライン」を2006年に
制定（2013年に改訂）しています。

　グリーン調達ガイドライン

（左）    ロボット名：REDUCTION  チーム名：芝浦工業大学 SRDC
（中央）ロボット名：YOGOROZA  チーム名：だうと
（右）    ロボット名：Lupus   チーム名：福岡工大ロボットプロジェクト

第34回「ROBO-ONE」ミスミ賞 受賞者

基本的な考え方

　環境負荷低減に対する世界的関心は年々高まっており、お客さ
まより環境に配慮した商品を強く求められることも増えています。
そうしたニーズへの対応の一例として、ミスミグループではノンハ
ロゲンタイプのケーブル（電線）をラインアップしています。ノンハ
ロゲンタイプのケーブルは、廃棄時などに燃焼した場合でも有害
なハロゲンガスを発生させないため、今後の採用の拡大が見込ま
れています。現在は、ミスミブランドの商品だけでなく、他社ブラ
ンドの商品も増え、選択肢はますます広がっています。
　今後も、環境配慮型商品の普及に合わせ、取り扱い商品の拡大

に努めていきます。

ノンハロゲンタイプケーブル

　環境配慮型商品

2018年度支援団体の一部ご紹介

ミスミ学生ものづくり支援（2018年度：全226団体） “工学分野”における女性の活躍支援

学生からのコメント
2018年度から始まった「エンジンプロジェクト」にて、豊富な品揃えの中から必要なアル
ミフレームなどを選択することができ、助かりました。今後もミスミの商品を利用させてい
ただきながら、技術向上に努めていきたいと思います。

学生からのコメント
私たちは以前から、ロボットの大部分をミスミの部品で製作しています。種類が豊富で納
期が早く、加工サービスもすばらしいため、限られた製作期間で精度の良いロボットをつ
くることができ、信頼して利用させていただいています。「meviy」という画期的なシステ
ムも使用し、とても助かっています。

　「ミスミ学生ものづくり支援」では、毎年、ものづくりに挑戦する
学生団体（大学・高等専門学校など）を対象に広く公募を行い、ミス
ミの商品を無償で提供しています。本プログラムを開始した2008

年度から、延べ1,700を超える学生団体を支援してきました。
　また、2018年度からは“工学分野”における女性の活躍を応援
するため、国際ロボット競技会「FIRST® Robotics Competition

（FRC）」に参戦する中学・高校生チーム「SAKURA Tempesta」
の活動も支援しています。当チームは女性がリーダーを務め、2

年連続で世界大会出場を果たす活躍をしており、今後、ものづく
りの魅力を伝える活動をともに行っていきます。
　ミスミグループはこれからも、次世代の製造業を担う学生を積
極的に支援していきます。

　学生団体の支援

チーム名：東北大学 FROM THE EARTH チーム名：SAKURA Tempesta
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ミスミグループ本社および事業会社は、以下の方針に基づいて環境経営を推進します。

1. 事業活動における社会環境負荷の低減と汚染予防

2. 法規制およびその他の要求事項の遵守

3. 環境目標の定期的見直しと継続的な改善活動
※ISO14001に準拠した活動を行っています。

環境方針



監査

監査 諮問

決定

報告

監視

重要事項の決定
業務執行の監督

重要事項の付議
業務執行の報告

監査役、
会計監査人と連携

選任・解任 選任・解任選任・解任

株主総会

連携

グループ本社役員会

企業体取締役会および経営会議

監査

（管理担当部署）
 ファイナンス室
経営総務室
法務室
 人材開発センター
経営企画室

貿易コンプライアンス室

コーポレート・
リレーション室

監査

監査役会
3名

（うち社外監査役2名）

取締役会
7名

（うち社外取締役2名）
報酬委員会

内部監査
チーム

会
計
監
査
人

サービスプラットフォーム企業体

コーポレート・ガバナンス体制

監査役会
　監査役会は、社外監査役2名を含む監査役3名で構成され、取締
役の職務遂行の監査を行っているほか、会計監査人および内部監査
チームとの連携を密に行い、監査の実効性と効率性の向上を目指し
ています。

報酬委員会
　報酬委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、社外取締役2

名及び代表取締役CEOから構成されています。報酬委員会では、
各委員の合議にて、役員の報酬等の適切な報酬水準について審議・
決定する仕組みをとっています。

　ミスミグループは、取締役会、グループ本社役員会および監査役
会により、業務執行の監督と監査を行っています。

取締役会
　取締役会は、ミスミグループの戦略的な方向づけを行い、重要な
業務執行を決定するとともに、業務執行取締役ならびに企業体およ
びサービスプラットフォームの代表執行役員の職務の執行を監督・
指導する責務、適切な内部統制システムを構築する責務などを負っ
ています。
　また、ミスミグループの内部統制システムの運用状況、行動規範
の実践状況および内部通報制度の運用状況について、定期的に評価
および必要な見直しを行います。
　取締役会は、社外取締役2名を含む取締役7名で構成され、原
則として月1回の定期開催のほか、必要に応じて臨時取締役会を開
催し、経営および事業上の重要な意思決定を行うとともに、業務執
行を監督しています。

グループ本社役員会／企業体取締役会および経営会議
　グループ本社役員会は、社外取締役を除く取締役5名ならびにミ
スミグループ本社、企業体およびサービスプラットフォームの経営執
行役で構成され、原則として月1回開催し、監督と執行の両面での
強化を図っています。当社グループの事業については「企業体」を、
事業サポート・サービス機能については「サービスプラットフォー
ム」をそれぞれ発足させ、企業体・サービスプラットフォームに権限
と責任を委譲し、ミスミの営業組織を持つ事業部門と駿河生産プ
ラットフォームの製造部門との製販一体の経営の実現と、意思決定
の迅速化を図っています。ミスミグループ内の各企業体およびサー
ビスプラットフォームにおいて企業体取締役会および経営会議など
の会議体を設け、意思決定プロセスの明確化を図っています。企業
体取締役会には、当社の業務執行取締役およびほかの企業体などの
代表執行役員が「企業体外取締役」として参加し、企業体経営陣の
経営および職務の執行を監督しています。

当社の取締役の職務の執行に係る
情報の保存および管理に関する体制 ・   取締役会、グループ本社役員会等重要な会議における議事録を法令、規程に従い作成し、適切に保管する。

当社および当社子会社の
損失の危険の管理に関する
規程その他の体制

・   ミスミグループ本社およびその子会社（以下、総称して「ミスミグループ」と呼ぶ）の法令遵守、環境、情報、輸出管
理、自然災害等のリスクに対しては、各種規程・社内ルール・マニュアルを整備し、リスク管理体制を構築する。

・   ミスミグループに不測の事態が発生した場合は、対策本部を設置し迅速に対応するとともに、その経過を取締役
会に報告する。

当社および当社子会社の
取締役等の職務の執行が
効率的に行われることを
確保するための体制

・   ミスミグループの経営計画は最終的に取締役会で承認を行い、月次開催のグループ本社役員会にてその進捗確認を
行う。

・   進捗確認等により発見された重要事項は、取締役会またはグループ本社役員会等で討議する。
・   毎月の取締役会では、業績報告を行い、業績の監視と重要事項に対する助言および指導を行う。

当社および当社子会社の取締役等
および使用人の職務の執行が
法令および定款に適合することを
確保するための体制

・   ミスミグループの役職員は、ミスミグループ行動規範を遵守し、法令および定款に適合することを確保する。
・    職務権限規程等のミスミグループの意思決定ルールにより、職務の執行が適正に行われる体制をとる。
・   法令や規程・社内ルールに対する違反、および違反の疑いがある行為の早期発見のために、ミスミグループ全体を
対象とした内部通報制度を設置し、通報者への不利益な取り扱いの防止を保証する。

子会社の取締役等の職務の執行に
係る事項の当社への報告その他
当社および子会社から成る企業集団
における業務の適正を確保するための
体制

・   ミスミグループ本社は、各子会社の業績および業務の執行状況について、月1回、子会社に報告させる。
・   ミスミグループ本社は、グループ本社役員会で各子会社における業績報告や経営計画の進捗確認を行うことで、
各子会社の業務の適正性を確保する。

・   内部監査部門は、各子会社に対して定期的に業務監査を実施する。
・   反社会的勢力に対して、ミスミグループ行動規範でその関係断絶を定め、ミスミグループ全社として毅然とした態
度で臨み対応する。

当社の監査役の職務を
補助すべき使用人に関する事項

・   監査役は監査役補助者の任命を自由に行えるものとし、監査役補助者の人事異動、評価については、監査役が関与
する。

・   監査役補助者は、監査役の職務を補助するに際しては、監査役の指示に従って業務を遂行する。

当社の監査役への
報告に関する体制

・    監査役は取締役会、グループ本社役員会等の重要な会議に出席し、取締役および使用人は、ミスミグループに著し
い影響を及ぼす事実が発生または発生する恐れがあるときは監査役に速やかに報告する。

・   ミスミグループの役職員は、監査役から業務執行に関する報告を求められたときは、これに応じて適切に報告を行う。
・    監査役は会計監査人や内部監査部門と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行い、会計監査人に対して
は、必要に応じて報告を求める。

・   内部通報制度の担当部署は、ミスミグループの内部通報の状況について定期的に監査役に報告する。
・   監査役へ報告を行ったミスミグループの役職員への不利益な取り扱いの防止を保証する。

当社の監査役の職務の執行について
生じる費用等の処理に係る方針に
関する事項

・   監査役の職務の執行について生じる費用等につき、毎年一定額の予算を設ける。また、その他監査役の職務の執
行について必要な費用については、監査役からの請求により速やかに前払いまたは費用精算を行う。

　当社の取締役会は、2015年5月14日開催の取締役会で、会社法
第362条第4項第6号並びに会社法施行規則第100条第1項およ

び第3項に基づき「内部統制システムの基本方針」の決議を行ってお
り、その内容は以下のとおりです。

　会社経営機関と組織の内容

　内部統制システムの整備の状況

企業統治強化と透明性の確保 （2019年6月30日現在）
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コーポレート・ガバナンス
に関する基本的な考え方

当社は、ミスミグループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資することを目的に、2015
年、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方を定めた「ミスミグループ コーポレートガバ

ナンス基本方針」を制定し、開示しています。
（https://www.misumi.co.jp/assets/doc/ir/library/corporate_governance.pdf）
なお、同基本方針において、東京証券取引所にて2015年6月より適用が開始された「コーポレートガ
バナンス・コード」の各原則を基本的に実施することを定めています。



　「内部統制システムの基本方針」は、社内外の環境変化等の必要性に応じて見直しており、前記のとおり、2015年 5月 14日開催の取締役
会において、会社法改正を反映した改訂を決議しています。
　当社は、「内部統制システムの基本方針」の当事業年度の運用状況について評価を行い、内部統制システムは適正に運用されており、重大
な不備はないことを確認しました。
　当事業年度における、内部統制システムに関する主な取り組みは、以下のとおりです。

「ミスミグループ行動規範」の制定
　当社は、社会的使命の実現並びに信頼される企業グループを目指
し、法令遵守を含む、グループ全社で共有する行動指針として「ミス
ミグループ行動規範」を制定し、ガイドラインとともに当社グループ

全社に配布し、周知徹底を図っています。業務運営を適正かつ効率
的に遂行するために、会社業務の意思決定ルール等各種規程・社内
ルールの見直しを適宜行い、職務権限の明確化と適切な牽制が機能
する体制を整備しています。

「情報セキュリティ基本方針」等の制定
　ミスミグループにおける「情報」と「セキュリティ」についての基本
的な考え方を宣言した「情報セキュリティ基本方針」および基本的な

ルールを記載した「秘密保持ルール」を制定し、詳細な手続きを定め
た「情報セキュリティガイドライン」とともにグループ全社に配布し、
その周知徹底を図っています。

内部監査などの実行状況
　代表取締役直属部門である内部監査チームは、金融商品取引法の
内部統制報告制度（J-SOX）の対応による内部統制の強化をはじめ、
毎年、ミスミグループ本社および総ての子会社を対象にした経営リ
スクの高い内部監査テーマの実践により、リスクの発見から改善・防
止策の実施確認を行い、リスク発生の低減に努めています。さらに、

内部通報制度による不祥事の早期発見の体制も整えています。
　また、法務・コンプライアンス、その他重要な経営事項に関しては、
適宜、顧問弁護士、公認会計士、税理士などの外部の専門家からも
助言および支援を受けています。

内部統制システムの運用状況
・   ・   当社は、取締役会を15回開催しました。取締役会およびグループ本
社役員会は、グループとしての重要な意思決定を行うとともに、企業
体・サービスプラットフォーム・子会社の執行状況の確認・監督指導
の役割機能を適切に果たしています。

・   ・    当社グループの重要拠点において事業遂行・情報・財務・人事労務・
法務等の総合的なリスク評価を定期的に実施しています。その結
果を踏まえて、重要なリスクに対しては、主管部門を明確にし、対
応策を実施しています。

・   ・   当社グループの重要拠点において、コンプライアンス研修や法務研
修を実施し、その研修においてミスミグループ行動規範や法令順守の
周知徹底を図っています。

・   ・   当社グループ全社を対象とした内部通報制度を設置し、適切に運
用しています。

・   ・   監査役および監査役会の体制整備や連携については、社外取締
役を含む取締役との面談機会や当社グループの管理部門との連携
強化など、監査環境の充実が継続的に図られています。また監査役
補佐体制は安定的に運営されています。

　当社は、内部監査部門として代表取締役直属の内部監査チームを
設置しています。内部監査チームは執行部門に対して内部監査を実
施、指摘事項とその改善案を記載した内部監査報告書を作成し、代
表取締役へ報告するとともに、監査役および被監査部門に提出しま
す。不備事項が指摘された場合は、該当部門において改善計画が立

案・実行され、内部監査チームがその改善結果を監視する体制をとっ
ています。
　監査役と内部監査チームは、月1回の定例会で情報共有を図るな
ど、会計監査人も含めて連携を密に行い、監査の実効性と効率性の
向上を図っています。

　当社は、監査役3名中2名が社外監査役であり、社外監査役の
うち1名が公認会計士、1名が弁護士となります。監査役が会計お
よび法令に精通している立場から監査することにより、企業行動の
透明性および財務上の数値の信頼性を一層高めています。各監査

役は、監査役会で定めた監査の方針および実施計画に従い監査活
動を実施するとともに、経営意思決定に係わる主要な会議には常
任メンバーとして出席し、コーポレートガバナンスの一翼を担ってい
ます。

社外取締役・社外監査役が会社の企業統治において果たす機能と
役割
　当社は経営の意思決定機能と業務執行取締役および執行役員に
よる業務執行を管理監督する機能を持つ取締役会において、取締役
7名中2名を社外取締役に、また監査役3名中2名を社外監査役と
しています。当社は、コーポレートガバナンスにおいて、外部からの
客観的かつ中立の立場での経営監視の機能が重要と考えており、現
状の体制は、社外取締役による経営の監督・チェックおよび社外監
査役による独立した立場からの監査が実施されることにより、外部
からの経営監視機能が十分に機能していると判断しています。

社外取締役・社外監査役を選任するための提出会社からの独立性
に関する基準または方針の内容
　東京証券取引所が定める独立役員の基準を満たすことを、ミス
ミグループの社外取締役および社外監査役の選任の基準としてい
ます。

　社外取締役および社外監査役の選任に関するミスミグループの
選任理由および2019年3月期における取締役会出席状況は下表
のとおりです。これらの専門的な知識・経験等からの視点に基づ
き、ミスミグループの経営の監督とチェック機能および独立した立
場からの公正かつ客観的な監査の役割を遂行することができるも
のと判断しています。

社外取締役・社外監査役による監督または監査
　社外取締役は、毎月の取締役会に出席し、主に業務執行を行う経
営陣から独立した客観的観点から議案・審議などにつき適宜質問、
助言を行っています。
　また社外監査役は、毎月の取締役会および監査役会に出席し、専
門的な知識・経験などの見地から議案・審議などにつき適宜質問、
助言を行っています。

（2019年6月30日現在）

社外取締役 選任理由 2019年3月期における取締役会出席回数

小城 武彦 経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しているため 15回のうち14回に出席

中野 庸一※
グローバルでの金融、コンサルティング、エグゼクティブ
サーチなどの様々な業種での豊富な経験と経営者の人材
開発について幅広い知見を有しているため

―

社外監査役 選任理由 2019年3月期における
取締役会出席回数

2019年3月期における
監査役会出席回数

野末 寿一 弁護士としての法務に関する専門知識や経験などを有して
いるため

15回のうち15回に出席 18回のうち18回に出席

青野 奈々子 公認会計士として財務会計に関する専門知識や経営者や監
査役としての幅広い見識を有しているため 15回のうち15回に出席 18回のうち18回に出席

　内部統制システム及びリスク管理体制の運用状況

　監査役監査および内部監査

　社外取締役および社外監査役

※ 2019年6月13日定時株主総会にて就任
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トップマネジメント （2019年6月13日現在） 10年間の連結財務データ（要約）
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社　2010年3月期～2019年3月期

会計年度 2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3

 売上高 89,180 121,203 130,213 134,844 173,904 208,562 240,139 259,015 312,969 331,936
  自動化事業※5、6 51,445 74,831 80,724 84,299 98,843
  金型部品事業※5、6 23,007 26,622 27,686 37,020 56,310
  エレクトロニクス事業※5、6 8,081 11,376 12,401 12,381 13,801
  その他事業※5、6 4,353 5,798 6,415 6,747 7,654
  調整額※5、6 2,294 2,576 2,987 △5,603 △2,704
  FA事業※6 82,377 99,094 109,654 84,669 105,184 109,230
  金型部品事業※6 56,309 64,737 69,732 69,797 76,523 76,443
  VONA事業※6 37,921 48,249 60,474 104,548 131,262 146,262
  調整額※6 △2,703 △3,517 280 - - -
 営業利益 8,408 15,563 16,646 16,809 18,989 23,759 25,691 27,127 34,848 31,874
 のれん等償却前営業利益 8,408 15,563 16,646 17,109 21,093 25,999 28,229 29,421 36,465 32,490
 税金等調整前当期純利益 7,778 15,409 17,022 15,890 18,964 22,943 25,004 26,071 34,516 31,815
 親会社株主に帰属する当期純利益 3,886 9,007 9,414 9,881 11,679 14,291 16,907 18,387 25,601 24,034
会計年度末

 総資産※9 92,941 107,552 115,721 136,303 163,202 184,784 194,186 212,041 243,492 252,393
 自己資本※1 75,667 83,815 90,824 103,014 115,966 132,138 141,463 154,530 185,203 203,520
 有利子負債※8 1,200 900 1,000 1,000 900 - - - - -

設備投資・減価償却

 設備投資額 3,863 5,362 4,231 3,451 6,901 8,487 9,126 7,219 15,421 21,414
 減価償却費 2,664 2,453 3,521 3,560 6,051 7,024 7,821 7,439 8,105 8,758
主要指標

 自己資本当期純利益率（ROE）※3 （％） 5.3 11.3 10.8 10.2 10.7 11.5 12.4 12.4 15.1 12.4
 総資産事業利益率（ROA）※3 （％） 8.7 15.4 15.2 12.6 12.7 13.2 13.2 12.8 15.2 12.8
 流動比率（％） 463.6 398.7 408.4 349.5 397.5 429.2 445.8 430.3 362.1 444.4
 インタレスト・カバレッジ・レシオ※4 （倍） 362.1 854.1 1,150.6 2,095.6 1,691.2 1,470.3 5,179.8 4,972.6 21,868.1 8,853.9
1株当たり情報

 当期純利益※2（円） 14.61 33.72 35.05 36.76 42.94 52.28 61.65 66.94 91.01 84.80
 配当金※2（円） 3.33 6.73 7.73 9.15 10.72 13.05 15.42 16.71 22.60 21.20
 自己資本※2（円） 284.57 312.27 339.04 379.98 425.06 482.17 515.39 560.79 653.71 717.56
 キャッシュ・フロー※2（円） 24.12 43.72 29.06 42.63 56.76 41.26 60.89 70.80 85.86 46.00
投資の指標

 株価収益率（倍） 43.7 20.4 19.1 23.5 22.2 30.9 26.1 30.1 32.1 32.5
 株価キャッシュ・フロー・レシオ（倍） 26.5 15.7 23.1 20.3 16.8 39.2 26.5 28.4 34.0 59.8
 株価純資産倍率（倍） 2.2 2.2 2.0 2.3 2.2 3.4 3.1 3.6 4.5 3.8
顧客企業数

 国内／機械工業系（社）※7 59,779 60,936 61,648 63,007 64,955 66,230 79,571 90,223 100,598 116,238
 海外（社） 52,375 61,993 67,608 91,817 100,481 108,849 133,053 152,374 161,400 185,120
 合計（社） 112,154 122,929 129,256 154,824 165,436 175,079 212,624 242,597 261,998 301,358
従業員数（名）

3,581 4,831 5,615 7,238 8,038 8,876 9,628 10,167 11,241 12,300

※1 2006年5月1日の会社法施行に伴い、株主資本ではなく自己資本を記載しています。
※2 2015年7月1日付の株式分割調整後。
※3 ROEは当期純利益、ROAは税金等調整前当期純利益ベースで計算。
※4 インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業活動によるキャッシュ・フロー÷利払い
※5 セグメント別の開示基準の変更に伴い、過年度数値も遡及修正しています。
※6 2014年4月よりセグメントを変更しています。

※7 株式譲渡した多角化事業を除外しています。
※8  2013年10月発行の新株予約権付転換社債は、無利息のため有利子負債には含めてお

りません。
※9  2018年3月期については、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」に伴い、
 遡及修正しています。

特別顧問・創業者 田口　 弘

第2期創業者
三枝 匡

取締役（社外）
小城 武彦

取締役副社長
池口 徳也

代表取締役社長 CEO
大野 龍隆

ミスミグループ本社 代表取締役社長 CEO 大野 龍隆
常務取締役 CFO 男澤 一郎
常務執行役員 恒松 孝一
グループ統括執行役員 萩平 和巳

取締役副社長 池口 徳也
常務取締役 CIO 佐藤 年成
グループ統括執行役員 丸井 　武
グループ統括執行役員 白石　 裕

取締役副社長  西本 甲介
常務執行役員 和田 高明
グループ統括執行役員 有賀　 誠

監査役（社外） 野末 寿一監査役 宮本 博史 監査役（社外） 青野 奈々子

企業体・サービス
プラットフォーム

中国企業体
代表執行役員 企業体社長
 金谷 知樹
3D2M企業体
代表執行役員 企業体社長
 吉田 光伸

人材育成サービスプラットフォーム　　
代表執行役員
 佐々木 貴子
OST企業体　企業体社長代行
 古橋 　崇

アジア企業体
代表執行役員 企業体社長
 清水 重貴
VONA企業体
VONAエレクトロニクスG事業本部
代表執行役員 グローバル事業本部長
 中村 茂仁
物流サービスプラットフォーム
代表執行役員
 岡本 道明

FA企業体
代表執行役員 企業体社長
 中川 理恵
VONA企業体
VONAツールG事業本部
代表執行役員 グローバル事業本部長
 加藤 匡一
生産サービスプラットフォーム
代表執行役員
 遠矢 　工

（単位 :百万円）

取締役副社長
西本 甲介

取締役（社外）
中野 庸一

常務取締役 CFO
男澤 一郎

常務取締役 CIO
佐藤 年成

取締役

経営執行役

顧問

監査役

シニアチェアマン
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財務分析

地域別売上高 セグメント別売上高

  前期   当期 

中国・アジア 991.8億円 1,046.8億円

アメリカ 269.8億円 282.3億円

ヨーロッパ 154.8億円 172.5億円

その他 48.6億円 56.3億円 

日本 1,664.4億円 1,761.2億円 

海外売上高比率
2019年3月期 46.9%

  前期   当期 

FA事業 1,051.8億円 1,092.3

32.9%

23.0%

44.1%

億円

金型部品事業 765.2億円 764.4億円

VONA事業 1,312.6億円 1,462.6億円

2019年3月期
売上高比率

特定業界の市場動向が業績に及ぼす影響について
　当社グループは、ＦＡ事業および金型部品事業において、自動車・電機
（液晶・半導体を含む）業界を主要顧客としています。また、ミスミブランド
以外の他社商品も含めた生産設備関連部品に加え間接材も扱うＶＯＮＡ
事業では広く製造業全般を顧客としています。当社グループの業績は上記
の業界ならびに広く製造業全般の設備投資動向ならびに生産動向の影響
を受け、変動することがあります。

海外事業展開について
　当社グループは、「地域企業体」を中国・アジア・米州・欧州に設立し、海外
事業展開を強化しています。各地の政治的・経済的変動などにより、各地域
の事業計画の遂行に大きな影響を受けます。事業の諸条件が計画どおりに
進捗しない場合、経費や設備投資などの先行支出の回収遅延により、当社
グループの業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、
当連結会計年度より米中貿易摩擦等、海外事業展開の不安定要素が増して
おり、影響のある地域の顧客の業績悪化や設備投資の見直しなどにより、
当社グループの業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
なお、当連結会計年度より米中貿易摩擦等、海外事業展開の不安定要素が
増しており、影響のある地域の顧客の業績悪化や設備投資の見直しなどに
より、当社グループの業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり
ます。

品質管理について
　当社グループの商品は多岐にわたり、様々な分野で使われることから商
品の欠陥または商品に関する各種の規制の違反（構成物質の有害性の有
無や輸出入に関する規制を含む）が発生した場合、商品の回収、販売停止
や各種の費用の発生など、経済的損失及び信用失墜につながる可能性が
あります。

顧客情報の管理について
　当社グループはインターネットを利用したWEBカタログおよび紙カタロ
グを活用した販売形態であり、多くの顧客情報を扱っています。万一情報
の漏洩等が発生した場合、大きな信用失墜・経済的損失につながるリスク
を内在しています。

自然災害の発生による影響について
　大規模な地震やその他の自然災害が発生した場合、製品および商品の
生産または流通形態に支障をきたし、当社グループの業績および財政状態
に悪影響を及ぼす可能性があります。

システム・インターネットの障害の発生による影響について
　当社グループはインターネットを利用したWEBカタログを活用し、商品
の受注を主にインターネット経由で行っています。インターネットや当社グ
ループの基幹システムに大規模な障害等が発生した場合、商品の受注・生
産または流通に支障をきたし、当社グループの業績および財政状態に悪影
響を及ぼす可能性があります。

為替相場の変動について
　当社グループは、様々な通貨・条件での取引を行っており、主に外貨建取
引および外貨建債権・債務残高等については、外国為替変動の影響を受け
る可能性があります。当社グループはこうした外国為替のリスクを一定程
度まで低減する施策を講じていますが、必ずしも完全に回避できるもので
はありません。

人材について
　当社グループの中長期的な成長のためには、適切な時期に優秀な人材を
採用、確保し、育成することが必須であると認識しています。しかしながら、
優秀な人材の採用及び確保に関する競争は激化しています。当社グループ
がこのような優秀な人材の採用および確保が計画どおり進まなかった場合、
当社グループの業績および事業成長に悪影響を及ぼす可能性があります。

事業等のリスク

　ミスミグループの経営成績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する
事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

142.9

169.0
183.8

256.0
240.3

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

11.5
12.4 12.4

15.1

12.4

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：億円）

親会社株主に帰属する当期純利益は、240.3億円と前年同期比6.1％の減
益となり、売上高純利益率は前期の8.2％から7.2％となりました。

240.3億円
前期比6.1%減

52.28

61.65
66.94

91.01
84.80

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

1株当たり当期純利益※（単位：円）

親会社株主に帰属する当期純利益の減益により、1株当たり当期純利益は、
前期の91.01円にから84.80円となりました。配当に関しては、年間1株当
たり21.20円とし、当期の配当性向は25.0％、純資産配当率は3.1％となり
ました。
※2015年7月1日付の株式分割調整後

84.8円

ROE（単位：％）

ROE（自己資本利益率）は、前期の15.1％から2.7ポイント減少し、12.4％
となりました。

12.4%

1,847.8 1,941.8
2,120.4

2,434.9 2,523.9

1,328.8
1,423.3

1,556.5

1,867.1
2,054.22,054.2

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

総資産／純資産（単位：億円）

総資産は、前期末と比べ3.7％増加し、2,523.9億円となりました。
純資産は、前期末と比べ10.0％増加し、2,054.2億円となりました。この主
な要因は、利益剰余金の増加による株主資本の増加や、為替換算調整勘定
等のその他の包括利益累計額の減少にあります。

総資産

2,523.9億円
純資産

2,054.2億円
総資産
純資産

2,085.6

2,401.3
2,590.1

3,129.6
3,319.3

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

売上高（単位：億円）

FA事業およびVONA事業において増収を継続し、連結売上高は、3,319.3
億円と前年同期比6.1％（現地通貨ベース 6.5％）の増収を達成しました。
　Ｆ Ａ 事 業 ：  中・韓減速を東南亜・欧でカバー、国内も成長を確保
　金型部品事業 ：  日・中・米は自動車関連需要低迷、亜ではシェア拡大
　ＶＯＮＡ事業 ：  国内成長継続、東南亜など海外展開拡大も牽引

3,319.3億円
前期比6.1%増

営業利益は、318.7億円と前年同期比8.5％の減益となりました。
　Ｆ Ａ 事 業：  費用増の影響はあるものの、高収益性を継続維持
　金型部品事業：  のれん等償却費用減により増益
　ＶＯＮＡ事業：  東南亜などにおける国際展開拡大を優先

237.5
256.9

271.2

348.4
318.7

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

営業利益（単位：億円）

318.7億円
前期比8.5%減
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連結貸借対照表
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社
2019年3月31日現在

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記1）

2019 2018 2019

資産
流動資産：
現金及び現金同等物（注記13） ................................................................... ¥ 41,753 ¥ 51,713 $ 376,191

定期預金（注記13） .................................................................................... 8,931 13,790 80,463

受取債権：
受取手形（注記13） ................................................................................. 12,211 11,936 110,023

売掛金（注記13） .................................................................................... 55,042 55,881 495,914

その他 .................................................................................................... 907 713 8,171

貸倒引当金 ............................................................................................. （206） （319） （1,853）
たな卸資産（注記3） ................................................................................... 51,734 41,281 466,112

その他 ....................................................................................................... 5,249 4,909 47,292

流動資産合計 ......................................................................................... 175,621 179,904 1,582,313

有形固定資産（注記20）：
土地 .......................................................................................................... 3,759 3,728 33,867

建物及び構築物 ......................................................................................... 19,844 18,064 178,787

機械装置及び運搬具 .................................................................................. 30,119 26,180 271,362

その他 ....................................................................................................... 13,736 8,272 123,765

小計 ....................................................................................................... 67,458 56,244 607,781

減価償却累計額及び減損損失累計額 .......................................................... （29,821） （26,530） （268,678）
有形固定資産合計 .................................................................................. 37,637 29,714 339,103

投資その他の資産：
投資有価証券（注記13） ............................................................................. 6 6 56

関係会社株式 ............................................................................................. 208 211 1,871

ソフトウエア ............................................................................................... 22,187 17,058 199,898

繰延税金資産（注記9） ............................................................................... 5,346 5,818 48,168

その他 ....................................................................................................... 11,389 10,781 102,614

投資その他の資産合計 ............................................................................ 39,136 33,874 352,607

資産合計 ....................................................................................................... ¥ 252,394 ¥ 243,492 $ 2,274,023
連結財務諸表に対する注記参照

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記1）

2019 2018 2019

負債及び純資産
流動負債： 

1年内償還予定の新株予約権付社債（注記5および13） ................................ ¥ 106

支払債務：
支払手形及び買掛金（注記13） ................................................................ ¥ 18,219 19,524 $ 164,146

未払金 ................................................................................................... 10,150 14,002 91,454

未払法人税等（注記9） ............................................................................... 2,775 4,495 25,000

賞与引当金（注記2.m） ............................................................................... 2,584 3,787 23,287

その他 ....................................................................................................... 5,792 7,770 52,184

流動負債合計 ......................................................................................... 39,520 49,684 356,071

固定負債：
退職給付に係る負債（注記6） ...................................................................... 5,426 4,878 48,887

繰延税金負債（注記9） ............................................................................... 1,318 1,510 11,870

その他 ....................................................................................................... 705 700 6,353

固定負債合計 ......................................................................................... 7,449 7,088 67,110

契約債務及び偶発債務（注記12および14）

純資産（注記7、8、16、17、18および19）：
資本金 ― 授権株式数 2019年：1,020,000,000株
 2018年：1,020,000,000株

発行済株式数 2019年：283,756,497株
 2018年：283,439,597株 ..................................... 13,024 12,813 117,339

資本剰余金 ................................................................................................ 23,378 23,201 210,638

新株予約権 ................................................................................................ 1,332 987 12,000

利益剰余金 ................................................................................................ 166,061 148,059 1,496,177

自己株式（取得価額） 2019年：129,626株
 2018年：129,536株 ............................................ （78） （78） （704）
その他の包括利益累計額：
為替換算調整勘定 .................................................................................. 1,211 1,291 10,912

退職給付に係る調整累計額 ..................................................................... （76） （83） （681）
非支配株主持分 ......................................................................................... 573 530 5,161

純資産合計 ............................................................................................. 205,425 186,720 1,850,842

負債及び純資産合計 ...................................................................................... ¥ 252,394 ¥ 243,492 $ 2,274,023
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連結損益計算書
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社
2019年3月31日終了連結会計年度

連結株主資本等変動計算書
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社
2019年3月31日終了連結会計年度

連結包括利益計算書
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社
2019年3月31日終了連結会計年度

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記1）

2019 2018 2017 2019
売上高（注記20） ............................................................ ¥ 331,936 ¥ 312,969 ¥ 259,016 $ 2,990,688
売上原価 ........................................................................ 189,846 178,918 151,565 1,710,481

売上総利益 .......................................................... 142,090 134,051 107,451 1,280,207

販売費及び一般管理費（注記10） .................................... 110,215 99,202 80,324 993,023

営業利益（注記20） .............................................. 31,875 34,849 27,127 287,184

その他収益（費用）：
受取利息及び配当金.................................................... 277 201 192 2,494
支払利息 .................................................................... （2） （1） （4） （13）
為替差損 .................................................................... （608） （644） （909） （5,480）
減損損失 （注記4および20） ........................................ （261）
教育機関設立寄付金 ................................................... （100）
事業再編損失 .............................................................. （392）
関係会社清算益 .......................................................... 99
その他 ― 純額 ............................................................ 274 274 157 2,469
その他収益（費用） ― 純額 ................................... （59） （332） （1,056） （530）

税金等調整前当期純利益 ................................................ 31,816 34,517 26,071 286,654

法人税等（注記9）：
法人税、住民税及び事業税 .......................................... 7,642 10,664 8,602 68,849
法人税等調整額 .......................................................... 76 （1,826） （889） 683
法人税等合計 ....................................................... 7,718 8,838 7,713 69,532

当期純利益 ................................................................. 24,098 25,679 18,358 217,122
非支配株主に帰属する当期純利益................................ 64 77 （29） 579
親会社株主に帰属する当期純利益................................ ¥ 24,034 ¥ 25,602 ¥ 18,387 $ 216,543

単位：円 単位：米ドル（注記1）
1株当たり情報（注記2.u、7、16および19）： 2019 2018 2017 2019
当期純利益 ................................................................. ¥84.80 ¥91.01 ¥66.94 $0.76
潜在株式調整後当期純利益 ......................................... 84.48 89.76 64.70 0.76
年間配当金 ................................................................. 21.20 22.60 16.71 0.19

連結財務諸表に対する注記参照

単位：千株 単位：百万円

その他の包括利益累計額

発行済
株式数 資本金 資本

剰余金
新株
予約権

非支配
株主持分

利益
剰余金 自己株式

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額
純資産合計

2016年4月1日現在残高 ........... 274,607 ¥ 6,997 ¥17,385 ¥  342 ¥528 ¥114,170 ¥（76） ¥（6） ¥3,065 ¥（72） ¥142,333

親会社株主に帰属する当期純利益 .... 18,387 18,387

配当金（1株当たり15.66円） ...... （4,300） （4,300）
連結子会社の決算期変更に伴う増減 .... （31） （31）
自己株式の取得（366株） .......... （1） （1）
新株の発行 .......................... 1,082 597 597 1,194

その他の当期純変動額 ............. 333 （75） ¥  6 （2,202） 15 （1,923）
2017年3月31日現在残高 ......... 275,689 7,594 17,982 675 453 128,226 （77） 863 （57） 155,659

親会社株主に帰属する当期純利益 .... 25,602 25,602

配当金（1株当たり20.62円） ...... （5,769） （5,769）
自己株式の取得（364株） .......... （1） （1）
自己株式の処分（6株） ............. 0 0 0

新株の発行（注記5、8、17および18） .... 7,751 5,219 5,219 10,438

その他の当期純変動額 ............. 312 77 428 （26） 791

2018年3月31日現在残高 ......... 283,440 12,813 23,201 987 530 148,059 （78） 1,291 （83） 186,720

親会社株主に帰属する当期純利益 .... 24,034 24,034

配当金（1株当たり21.29円） ...... （6,032） （6,032）
連結範囲の変動 ..................... （34） （34）
自己株式の取得（90株） ............ （0） （0）
新株の発行（注記5、8および18） .... 316 211 211 422

その他の当期純変動額 ............. 345 43 （80） 7 315

2019年3月31日現在残高 ......... 283,756 ¥13,024 ¥23,378 ¥1,332 ¥573 ¥166,061 ¥（78） ¥1,211 ¥（76） ¥205,425

単位：千米ドル（注記1）

その他の包括利益累計額

資本金 資本
剰余金

新株
予約権

非支配
株主持分

利益
剰余金 自己株式

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額
純資産合計

2018年4月1日現在残高 ........... $115,436 $209,037 $ 8,893 $4,773 $1,333,986 $（702） $11,638 $（748） $1,682,313

親会社株主に帰属する当期純利益 .... 216,543 216,543

配当金（1株当たり0.19米ドル） ... （54,352） （54,352）
連結範囲の変動 ..................... （302） （302）
自己株式の取得（90株） ............ （2） （2）
新株の発行（注記5、8および18） .... 1,903 1,903 3,806

その他の当期純変動額 ............. 3,107 388 （726） 67 2,836

2019年3月31日現在残高 ......... $117,339 $210,638 $12,000 $5,161 $1,496,177 $（704） $10,912 $（681） $1,850,842
連結財務諸表に対する注記参照 

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記1）

2019 2018 2017 2019
当期純利益 ¥24,098 ¥25,679 ¥18,358 $217,122
その他の包括利益 （注記15）：
その他有価証券評価差額金 ......................................... 6
為替換算調整勘定 ....................................................... （105） 446 （2,226） （951）
退職給付に係る調整額 ................................................ 7 （26） 15 67
持分法適用会社に対する持分相当額 ............................ （12） 8 （11） （105）
その他の包括利益合計 ......................................... （110） 428 （2,216） （989）
包括利益（注記15） .............................................. ¥23,988 ¥26,107 ¥16,142 $216,133

包括利益内訳（注記15）：
親会社株主に係る包括利益.......................................... ¥23,961 ¥26,005 ¥16,206 $215,885
非支配株主に係る包括利益.......................................... 27 102 （64） 248

連結財務諸表に対する注記参照
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連結財務諸表に対する注記
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社

1. 連結財務諸表作成の基準
 株式会社ミスミグループ本社（以下、“当社”）の連結財務諸表は、日本の金融商品取引法および付随する諸会計規則、並びに日本に
おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下、“日本基準”）に準拠して作成されています。日本基準には、国際財務報
告基準の実務開示規則とは一部異なる点があります。連結財務諸表の作成にあたっては、在外投資家の便益のため、日本国内で発行
された連結財務諸表に表示科目の組替および集約を加えて作成しています。また、2017年および2018年の連結財務諸表は2019年
の連結財務諸表の表示方法に合わせて組替が行われています。連結財務諸表は、当社が設立され、事業活動を行っている日本の通貨
である円で表示されています。円貨額から米ドル額への換算は、海外の読者の便宜のためにのみ行っており、2019年3月31日現在の
為替レート“1米ドル当たり110.99円”で換算されています。これらの換算は連結財務諸表に記載されている円貨額が上記の為替
レートまたは他の為替レートにより米ドルに換金されうることを意味するものではありません。

2. 重要な会計方針
a. 連結の範囲

 2019年3月期の連結財務諸表では、当社と45社の子会社（以下、総称して“ミスミグループ”）、2018年3月期の連結財務諸表では、
当社と47社の子会社が連結されています。支配力基準および影響力基準により、当社が直接あるいは間接的に事業活動に関する意
思決定に対して実質的に支配している場合は連結対象とし、重要な影響を与えることができる場合は持分法の対象としています。当期
において、WUXI PARTS SEIKO PRECISION IND CO.,LTD.は、総資産、売上、当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲および持分法の適用範囲から除外しています。関連会社2社に対する投
資には持分法を適用しています。
 　非連結子会社については原価法で計上しています。仮にこれらの会社に対する投資に持分法を適用しても、連結財務諸表に与える
影響は軽微です。支配獲得日における子会社に対する投資と純資産の親会社持分額との差額は、のれんとして投資その他の資産に計
上し5年間で均等償却しています。
 　連結会社間のすべての重要な取引および債権債務は相殺消去されています。また、連結会社間取引により生じた資産に含まれるす
べての重要な未実現利益は相殺消去されています。

b. 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」
 企業会計基準委員会は2006年5月に、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取
扱い」を公表しました。本基準は以下のように定めています。
 　（1）同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社および子会社が採用する会計処理の原則および手続は、原則とし
て統一しなければなりません。（2）当面の取り扱いとして、在外子会社の財務諸表が国際財務報告基準または米国会計基準に準拠し
て作成されている場合は、それらを連結決算手続上利用することができます。（3）ただし、この当面の取り扱いに従う場合でも、連結
上の当期純損益に重要な影響を与える項目については修正しなければならず、修正が必要な項目として下記の4項目を例示として挙
げています。1）のれんの償却　2）退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理　3）研究開発費の支出時費用処理　4）投資
不動産の時価評価および固定資産の再評価

c. 「連結財務諸表作成における持分法適用在外子会社の会計基準の統一について」
 企業会計基準委員会は2008年3月に、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」を公表しました。本基準は以下のように定
めています。（1）同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、その様な調整が不可能ではない限り、親会社および関連会社
が採用する会計処理の原則および手続は、原則として統一しなければなりません。（2）当面の取り扱いとして、在外子会社の財務諸
表が国際財務報告基準または米国会計基準に準拠して作成されている場合には、それらを持分法手続上使用することができます。（3）
ただし、この当面の取り扱いに従う場合でも、次に示す項目については、当該修正額が重要性に乏しい場合を除き、持分法適用に際し
て、当期純利益が日本会計基準に準拠して計上されるよう修正しなくてはなりません。1）のれんの償却　2）退職給付会計における数
理計算上の差異の費用処理　3）研究開発費の支出時費用処理　4）投資不動産の時価評価および固定資産の再評価

d. 現金同等物
 現金同等物は、容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資から構成されています。現
金同等物は、取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する定期預金を含んでいます。

連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社ミスミグループ本社および連結子会社
2019年3月31日終了連結会計年度

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記1）

2019 2018 2017 2019

営業活動によるキャッシュ・フロー：
税金等調整前当期純利益 ............................................. ¥31,816 ¥34,517 ¥26,071 $286,654

調整項目：
法人税等の支払額 ................................................... （9,383） （8,667） （9,455） （84,540）
法人税等の還付額 ................................................... 191 96 713 1,725

減価償却費 .............................................................. 8,841 7,187 5,902 79,655

のれん償却費 .......................................................... 1,000 1,707

為替差損（益） .......................................................... （15） （862） 633 （133）
減損損失 ................................................................. 261

事業再編損失 .......................................................... 392

関係会社清算益 ....................................................... （99）
資産・負債の増減：
売上債権の（増加）減少額 ..................................... （1,529） （7,638） （8,785） （13,780）
たな卸資産の（増加）減少額.................................. （10,345） （8,153） （4,453） （93,207） 
仕入債務の増加（減少）額 ..................................... （1,699） 2,333 2,851 （15,308）
その他流動負債の増加（減少）額 ........................... （3,552） 3,563 2,991 （32,001）

その他 ― 純額 ........................................................ （1,277） 786 941 （11,503）
調整項目合計 ....................................................... （18,768） （10,193） （6,563） （169,092）
営業活動によるキャッシュ・フロー ........................ 13,048 24,324 19,508 117,562

投資活動によるキャッシュ・フロー：
固定資産の取得による支出 .......................................... （21,414） （15,421） （7,220） （192,937）
固定資産の売却による収入 .......................................... 46 40 5 416

定期預金の払戻による収入 .......................................... 32,920 26,605 30,286 296,604

定期預金の預入による支出 .......................................... （27,940） （25,169） （31,743） （251,740）
その他 ― 純額（注記18） ............................................. （567） （942） 2,616 （5,109）

投資活動によるキャッシュ・フロー ........................ （16,955） （14,887） （6,056） （152,766）

財務活動によるキャッシュ・フロー：
株式の発行による収入 ................................................. 51 54 292 458

配当金の支払額 .......................................................... （6,032） （5,769） （4,300） （54,352）
その他 ― 純額 ............................................................ （11） （11） （1） （93）

財務活動によるキャッシュ・フロー ........................ （5,992） （5,726） （4,009） （53,987）

現金及び現金同等物に係る換算差額 ............................... （61） 161 （25） （545）
現金及び現金同等物の増加（減少）額 .............................. （9,960） 3,872 9,418 （89,736）
現金及び現金同等物の期首残高 ...................................... 51,713 47,841 39,205 465,927

連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物の
増減額 ........................................................................... （782）
現金及び現金同等物の期末残高 ...................................... ¥41,753 ¥51,713 ¥47,841 $376,191
連結財務諸表に対する注記参照
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e. たな卸資産
商品および原材料は、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）により
評価されています。製品、仕掛品、貯蔵品については、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）により評価されています。

f. 投資有価証券
市場性のないその他有価証券は移動平均法による原価法で評価されます。時価の下落が一時的でない投資有価証券は、正味実現可
能価額まで評価減を行い、当該評価減相当額は当期の損益に計上されます。

g. 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

h. 有形固定資産
有形固定資産は、取得価額により計上されます。国内連結子会社の有形固定資産の減価償却は主に定率法を採用しています。ただし、
1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しています。在外連結子会社の有形固定資産においては主に定額法を適用しています。
主な耐用年数は次のとおりです。
建物及び構築物 3年から45年
機械装置及び運搬具 2年から12年

i. 固定資産の減損について
 固定資産の減損について、資産または資産グループの帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化がある場合には、
固定資産の減損に関するレビューを実施します。資産または資産グループの帳簿価額がその使用および処分から得られる割引前将来
キャッシュ・フローの総額を超過している場合に、当該資産の帳簿価額が回収可能価額を上回る金額を減損損失として測定します。
なお、回収可能価額は使用価値または正味売却価額のいずれか高い金額で算定されます。

j. その他の資産
 無形固定資産は5年から15年にわたって、のれんは5年にわたって定額法により償却されます。

k. 研究開発費
研究開発費は、発生時に費用処理されます。

l. 退職給付に係る会計処理の方法
 当社および連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度および確定拠出年金制度を採用して
います。
 　当社は2000年4月1日より退職給付に関する新会計基準を適用し、連結会計年度末における退職給付債務および年金資産に基づ
き、退職給付に係る負債を計上しています。退職給付債務は、定額法により期間に帰属させています。数理計算上の差異については、
発生時に費用処理しています。ただし、一部の連結子会社については、発生した年度から10年間で費用処理しています。企業会計基
準委員会は、2012年5月に、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」および企業会計基準適用指針第25号「退職給付に
関する会計基準の適用指針」を公表しました。これは、1998年に企業会計審議会から公表され、2000年4月1日より施行された「退
職給付に関する会計基準」およびその他関連実務指針、並びにその後2009年にかけて数回にわたり部分的に修正が加えられた基準
に代わるものです。
（a） 改正後の会計基準では、未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用を、税効果を調整の上で純資産の部（その他の包

括利益累計額）で認識することとし、その結果生じる積立不足または積立超過は、それぞれ負債（退職給付に係る負債）または資産
（退職給付に係る資産）として計上します。

（b） 改正後の会計基準では、数理計算上の差異および過去勤務費用の認識方法については変更はありません。それらの金額について
は、従業員の平均予想残存勤務期間以内の一定の年数で損益として認識します。ただし、数理計算上の差異および過去勤務費用の
当期発生額のうち、損益認識されない部分についてはその他の包括利益に含めて計上し、過年度においてその他の包括利益累計額
に計上され、当期において損益として認識された数理計算上の差異および過去勤務費用については、組替調整額として計上します。

（c）改正後の会計基準では、見込給付の期間帰属、割引率および予想昇給率の計算方法についても改正が行われています。

m. 賞与引当金
 当社および当社の一部の連結子会社は、従業員および役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期間に
見合う分を計上しています。

n. 資産除去債務
 企業会計基準委員会は2008年3月に、企業会計基準第18号「資産除去債務に関する会計基準」および企業会計基準適用指針第21
号「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を公表しました。本会計基準において、資産除去債務は有形固定資産の取得、建設、
開発または通常の使用によって生じ、当該有形固定資産の除去に関して法令または契約で要求される法律上の義務と定義されていま
す。本基準は以下のように定めています。
 　資産除去債務は、当該債務の金額を合理的に見積ることができる場合には、その発生時に当該有形固定資産の除去に要する割引
前の将来キャッシュ・フローを見積り、割引後の金額で算定します。資産除去債務の発生時に、当該債務の金額を合理的に見積るこ
とができない場合には、これができるようになった時点で負債として計上します。除去費用は、資産除去債務を負債として計上した時
に、当該負債額と同額を、関連する有形固定資産の帳簿価額に加えます。資産計上された除去費用は、減価償却を通じて、当該有形
固定資産の残存耐用年数にわたり、各期に費用配分します。時の経過による資産除去債務の調整額は、その発生時の費用として処理
します。割引前の将来キャッシュ・フローに見積りの時期や金額の変更が生じた場合の当該見積り額の変更は、資産除去債務の帳簿
価額および関連する有形固定資産の帳簿価額に加減して処理します。

o. ストック・オプション等に関する会計基準
 企業会計基準委員会は2005年12月27日に、企業会計基準第8号「ストック・オプション等に関する会計基準」および同基準に対す
る適用指針を公表しました。当該会計基準および適用指針は、2006年5月1日以後に付与されるストック・オプション等に対して適用
されています。当該基準では、従業員等に対して付与する自社株式オプションの公正な評価額を受領した財貨または役務の取得の対
価として、公正な評価額を付与した日より権利確定日までの期間にわたって費用計上するよう定められています。また、同基準では、
付与の相手方が従業員等でない場合にも、対価として用いられた自社株式オプションの公正な評価額もしくは取得した財貨または役
務の公正な評価額に基づき同様の処理を行うこととしています。貸借対照表上では、ストック・オプションは権利が行使されるまで純
資産の部に新株予約権として計上されます。同基準は、株式オプションや自社株式自体が取得の対価として用いられる取引を対象とし
ており、対価が株式の価格に基づく場合であっても、現金にて決済される取引は対象としていません。

p. リース
 2007年3月、企業会計審議会は1993年6月に公表した企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」を改正しました。本基
準は2008年4月1日以降開始する連結会計年度から適用されています。従来の会計基準では、所有権移転ファイナンス・リースは資
産計上が求められるものの、それ以外のファイナンス・リースについては、借主の財務諸表に資産計上した場合の一定の注記を記載
することを条件としてオペレーティング・リース取引として処理を行うことが認められていました。本基準では、すべてのファイナンス・
リースで貸借対照表にリース資産とリース債務を計上することが求められています。なお、本基準の適用初年度開始前に取引を開始し
た所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じて会計処理することが認められています。当社は2009年3月
期より本基準を適用しています。

q. デリバティブ
 当社は為替の変動リスクをヘッジするため、先物為替予約取引を利用しています。運用目的や投機目的にてデリバティブを利用するこ
とはありません。当社のすべてのデリバティブは、期末時点の時価評価により資産もしくは負債に計上され、関連損益は当年度の損益
として処理されます。

r. 法人税等
 未払法人税等は連結損益計算書の税金等調整前当期純利益に基づいて計算されます。繰延税金資産および繰延税金負債は、会計上
と税務上の資産および負債の一時差異に係る将来の税負担への影響を認識するために、資産負債法が採用されています。繰延税金資
産および負債は、現在判明している一時差異解消時点の税率を適用し算定されます。
　当社および一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しています。
 　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年2月16日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰
延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。この結果、前連
結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」3,179百万円及び「固定負債」の「繰延税金負債」のうちの
193百万円を「投資その他の資産」の「繰延税金資産」5,818百万円に含めて表示し、「固定負債」の「繰延税金負債」は1,510百万円
として表示しております。

s. 外貨建取引換算
すべての外貨建ての短期および長期の金銭債権・債務は、連結貸借対照表日の為替レートによって日本円に換算されます。換算によ
り生じる為替差損益は、発生した会計年度の連結損益計算書において認識されます。

t. 在外連結子会社の財務諸表の換算基準
 在外連結子会社の貸借対照表勘定は、取得日レートにより換算される資本勘定を除き、貸借対照表日現在の為替レートで換算されま
す。換算により生じる差異は純資産の部の「為替換算調整勘定」として表示されます。在外連結子会社の収益および費用勘定は期中
平均レートにより日本円に換算されます。
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u. 1株当たり情報
1株当たり当期純利益は、普通株主に帰属する利益に基づき算出され、発行済株式総数の加重平均数で除することにより計算されて
います。潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、ストック・オプションの権利行使および新株予約権付社債の転換請求による潜在
的な希薄化の影響を反映しています。連結損益計算書に記載された1株当たりの年間配当金の額は、年度終了後に支払われる配当
額を含む、年度の配当額の合計です。

v. 会計上の変更および誤謬の訂正
企業会計基準委員会は、2009年12月に、企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」および企業会計
基準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」を公表しました。この会計基準および適用指針
における取り扱いは以下のとおりです。
（1）会計方針の変更

会計基準等の改正に伴う会計方針の変更によって、新たな会計方針を適用する場合には、会計基準等に特定の経過的な取り扱い
が定められていない場合には、新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する。会計基準等に特定の経過的な取り扱いが
定められている場合には、その経過的な取り扱いに従う。

（2）表示方法の変更
財務諸表の表示方法を変更した場合には、表示する過去の財務諸表について、新たな表示方法に従い財務諸表の組替を行う。

（3）会計上の見積りの変更
会計上の見積りの変更は、当該変更が変更期間のみに影響する場合には、当該変更期間に会計処理を行い、当該変更が将来の
期間にも影響する場合には、将来にわたり会計処理を行う。

（4）過去の誤謬
過去の財務諸表における誤謬が発見された場合には、それらを修正再表示する。

w. 企業結合
企業会計審議会は2003年10月に企業結合に係る会計基準に関する意見書を公表しました。また企業会計基準委員会は2005年12
月に、企業会計基準第7号「事業分離等に関する会計基準」および同基準に対する適用指針である企業会計基準適用指針第10号「企
業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を公表しました。企業会計基準委員会は2008年12月に、企業結合に
関する改正基準である企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」を公表しました。主要な変更点は以下の通りです。
（1） 改正基準下では企業結合の会計処理はすべてパーチェス法が義務付けられ、この結果、持分プーリング法の適用は認められない

こととなりました。
（2） 現行の会計基準によれば研究開発費は発生した際に費用処理されますが、改正基準においては企業結合により受け入れた研究

開発の途中段階の費用は無形固定資産として資産計上されます。
（3） 従来の基準によれば、取得原価が受け入れ資産負債の純額を下回った場合に認識した負ののれんは20年を超えない期間にわた

り規則的に償却されることとされていました。改正基準によれば、取得企業はすべての識別可能資産および負債が把握されている
かどうか、それらに対する取得価額の配分が適切に行われているか見直した後、なお生じた負ののれんを取得日の利益として認識
します。当社は、2012年11月6日にDayton社およびAnchor Lamina社（以下Dayton Lamina社）の全株式を保有する持株会社
Connell Industrial Tool Corporationの全発行済株式を取得し、パーチェス法を適用しました。関連して発生したのれんは5年に
わたり規則的に償却されます。

x. 会計上の見積りの変更
ミスミグループは従来、たな卸資産の評価基準について、販売在庫取り扱い開始から一定の期間が経過し、かつ今後販売見込みがな
いと判断される一定数量以上の商品について、原則100％帳簿価額を切り下げた価額をもって、連結貸借対照表価額としていました。
この度、商品ライフサイクルを評価するための十分な期間のデータが蓄積されたことや、国内外における在庫管理が高度化されたこと
に伴い、当該ライフサイクルの実態をより詳細に把握することが可能になったことから、たな卸資産に係る収益性の低下の事実をより
適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、2019年3月期において、たな卸資産の内、商品の帳簿価額切下げに係る一定の期
間について変更することとしました。
　この結果、従来の方法と比べて、2019年3月期の売上総利益、営業利益および税金等調整前当期純利益がそれぞれ1,680百万円
（15,133千米ドル）増加しています。

y. 未適用の会計基準等
（1）収益認識に関する会計基準等

企業会計審議会は2018年3月に企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」および同基準に対する適用指針である企業
会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」を公表しました。
（a）概要

収益認識に関する包括的な会計基準です。収益は、次の5つのステップを適用し認識されます。
ステップ1:顧客との契約を識別する。
ステップ2:契約における履行義務を識別する。

ステップ3:取引価格を算定する。
ステップ4:契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ5:履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。

（b）適用予定日
2022年3月期の期首より適用予定です。

（c）当該会計基準等の適用による影響
連結財務諸表に与える影響は評価中です。

（2）リース
IFRS第16号「リース」およびASU第2016-02号「リース（トピック842）」。
（a）概要

本会計基準はリースの借手に、原則としてすべてのリースについて資産および負債を認識すること等を要求するものです。
（b）適用予定日

IFRS第16号は2020年3月期の期首より適用予定です。また、ASU第2016-02号は2021年3月期の期首より適用予定です。
（c）当該会計基準等の適用による影響

IFRS第16号の影響額は、適用開始日において使用権資産およびリース負債を約52億円（47百万米ドル）計上する予定です。
また、ASU第2016-02号の連結財務諸表へ与える影響は評価中です。

3. たな卸資産
2019年および2018年3月31日現在のたな卸資産の内訳は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

商品 .............................................................................................................. ¥42,624 ¥31,708 $384,037

製品 .............................................................................................................. 172 1,500 1,547

原材料 .......................................................................................................... 4,767 4,759 42,945

貯蔵品 .......................................................................................................... 1,798 1,542 16,204

仕掛品 .......................................................................................................... 2,373 1,772 21,379

合計 .............................................................................................................. ¥51,734 ¥41,281 $466,112

4. 減損損失
2019年および2017年3月期においては、減損損失の計上はありません。

2018年3月期においては、東京都の遊休資産の資産グループについて261百万円を減損損失として計上しました。将来の回収可能
性を検討した結果、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。その内訳は、
ソフトウェア261百万円です。なお、売却および将来の使用見込みがないため、回収可能価額を零とみなして評価しています。

5. 長期債務
2019年3月31日現在においては、該当事項はありません。

2018年3月31日現在の長期債務は次のとおりです。

単位：百万円

2018

無利息転換社債型新株予約権付社債（2018年満期） ....................................... ¥106

2018年：1,000,000米ドル
計 ................................................................................................................. 106

うち一年内返済予定....................................................................................... ¥106

長期債務（1年内返済予定除く） ......................................................................

2019年および2018年3月期において、転換社債型新株予約権付社債の一部がそれぞれ普通株式82千株および7,491千株に転換さ
れています。
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6. 退職給付制度
当社および一部の連結子会社が加入していた複数事業主制度の日本金属プレス工業厚生年金基金（総合設立方式）は、2014年8月4
日開催の代議員会で通常解散の方針が決議され、2016年9月29日に厚生労働大臣より解散認可を受け、2019年3月末現在、清算
手続中です。なお、当基金の解散による追加負担額の発生は見込まれていません。

a. 確定給付制度
（1）2019年および2018年3月期の退職給付債務の調整額は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

期首残高 ....................................................................................................... ¥6,485 ¥5,956 $58,428

勤務費用 ................................................................................................... 990 898 8,919

利息費用 ................................................................................................... 28 25 251

数理計算上の差異の発生額 ........................................................................ 83 42 751

退職給付の支払額 ...................................................................................... （304） （422） （2,741）
その他 ....................................................................................................... （24） （14） （214）
期末残高 ....................................................................................................... ¥7,258 ¥6,485 $65,394

（2）2019年および2018年3月期の年金資産の調整額は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

期首残高 ....................................................................................................... ¥1,607 ¥1,446 $14,475

期待運用収益 ............................................................................................. 28 26 252

数理計算上の差異の発生額 ........................................................................ （3） （18） （28）
事業主からの拠出額 ................................................................................... 269 253 2,430

退職給付の支払額 ...................................................................................... （87） （99） （782）
その他 ....................................................................................................... 18 （1） 160

期末残高 ....................................................................................................... ¥1,832 ¥1,607 $16,507

（3） 退職給付債務および年金資産の2019年および2018年3月31日現在残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債
および退職給付に係る資産の調整表

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

積立型制度の退職給付債務............................................................................ ¥2,734 ¥2,046 $24,630

年金資産 ....................................................................................................... （1,832） （1,607） （16,507）
902 439 8,123

非積立型制度の退職給付債務 ........................................................................ 4,524 4,439 40,764

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 .............................................. ¥5,426 ¥4,878 $48,887

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

退職給付に係る負債 ...................................................................................... ¥5,426 ¥4,878 $48,887

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 .............................................. ¥5,426 ¥4,878 $48,887

（4）2019年および2018年3月期の退職給付費用の内訳は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

勤務費用 ....................................................................................................... ¥   990 ¥898 $8,919

利息費用 ....................................................................................................... 28 25 251

期待運用収益 ................................................................................................ （28） （26） （252）
数理計算上の差異の費用処理額 ..................................................................... 105 16 952

その他 ........................................................................................................... （2） （12） （19）
確定給付制度に係る退職給付費用 .................................................................. ¥1,093 ¥901 $9,851

（5） 2019年および2018年3月期のその他の包括利益における退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次の
とおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

数理計算上の差異 ......................................................................................... ¥11 ¥（37） $104

合計 .............................................................................................................. ¥11 ¥（37） $104

（6） 2019年および2018年3月31日現在のその他の包括利益累計額における退職給付に係る調整累計額（税効果控除前）の内訳は
次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

未認識数理計算上の差異 ............................................................................... ¥114 ¥125 $1,025

合計 .............................................................................................................. ¥114 ¥125 $1,025

（7）2019年および2018年3月31日現在の年金資産
（a）年金資産の内訳

年金資産の内訳は次のとおりです。

2019 2018

現金及び預金 ................................................................................................ 29％ 27％
一般勘定 ....................................................................................................... 71 73

合計 .............................................................................................................. 100％ 100％

（b）長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率の決定のため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産か
らの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

（8）2019年および2018年3月期の主要な数理計算上の計算基礎に関する事項は、次のとおりです。

2019 2018

割引率 .......................................................................................................... 0.32％ ― 0.50％ 0.35％ ― 0.50％
期待運用収益率 ............................................................................................. 1.75％ 2.04％

b. 複数事業主制度

2019年および2018年3月期において、確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金への要拠出額はあり
ません。

当該厚生年金基金は2014年8月4日開催の代議員会で通常解散の方針が決議され、2016年9月29日に厚生労働大臣より解散認
可を受け、2019年3月31日現在、清算手続中です。

c. 確定拠出制度
2019年および2018年3月期における確定拠出制度への要拠出額はそれぞれ225百万円（2,027千米ドル）および189百万円です。
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7. 純資産
会社法における財務および会計事項に影響を与える重要な事項の要約は以下のとおりです。

a. 配当
会社法では、株主総会の決議があれば事業年度終了後の配当に加えいつでも配当を行うことができます。以下の要件を充たす会社
は、定款に定めていることを条件に、取締役会にて配当を決議することができます（現物配当を除く）。
（1）取締役会が存在すること
（2）独立した会計監査人が存在すること
（3）監査役会が存在すること
（4）取締役の任期が通常の2年ではなく1年であると定款に定められていること

また、一定の追加条件を充たすことにより、現物配当（金銭以外の資産）も認められています。

中間配当は、定款にその定めがある場合には、取締役会の決議をもって年一回に限り支払うことができます。会社法では、配当可能金
額および自己株式の取得に関して一定の制限が設けられています。

b. 資本金、準備金および剰余金の増減と振替
会社法では配当金の10％相当額を、配当の支払により影響を受ける純資産の金額に応じて、資本準備金（資本剰余金の一項目）もし
くは利益準備金（利益剰余金の一項目）に、両者の合計額が資本金の25％に達するまで積み増すことを定めています。

また会社法では、資本金、資本準備金、利益準備金、その他資本剰余金および利益剰余金を、株主総会の決議により設定された条件
に基づいて振替えることができます。

c. 自己株式および自己新株予約権
会社法では、取締役会の決議をもって自己株式の取得と処分が可能であると定めています。自己株式の取得金額は、一定の算式によ
り算定された株主への分配可能額を超過することはできません。会社法では、新株予約権を純資産の一項目として表示することとして
います。また、自己株式と自己新株予約権の両方を取得することも可能です。その場合、自己新株予約権は純資産の一項目として表示
されるか、もしくは新株予約権から控除されます。

8. ストック・オプション制度
2019年3月期のストック・オプションの状況は次のとおりです。

ストック・オプション 付与対象者 付与数 付与日 行使価格 行使期間
2010年
ストック・オプション（1） 当社取締役 6名 1,560,000株 2010年7月2日 ¥609

（$5.49） 2012年8月1日～ 2018年7月31日

2010年
ストック・オプション（2）

当社および完全子会社 
従業員 38名 465,000株 2010年7月2日 ¥609

（$5.49） 2012年8月1日～ 2018年7月31日

2012年
ストック・オプション（1） 当社取締役 6名 1,440,000株 2012年7月3日 ¥631

（$5.69） 2014年8月1日～ 2021年7月31日

2012年
ストック・オプション（2）

当社および完全子会社
従業員 33名 375,000株 2012年7月3日 ¥631

（$5.69） 2014年8月1日～ 2021年7月31日

2014年
ストック・オプション（1） 当社取締役 5名 39,000株 2014年11月7日 ¥  1

（$0.01） 2014年11月8日～ 2044年11月7日

2014年
ストック・オプション（2） 当社取締役 4名 133,800株 2014年11月7日 ¥  1

（$0.01） 2017年11月7日～ 2024年11月6日

2014年
ストック・オプション（3）

当社および完全子会社
従業員 58名 117,300株 2014年11月7日 ¥  1

（$0.01） 2017年11月7日～ 2024年11月6日

2016年
ストック・オプション（1） 当社取締役 5名 31,400株 2016年2月25日 ¥  1

（$0.01） 2016年2月26日～ 2046年2月25日

2016年
ストック・オプション（2） 当社取締役 5名 170,500株 2016年2月25日 ¥  1

（$0.01） 2019年2月25日～ 2026年2月24日

2016年
ストック・オプション（3）

当社および完全子会社
従業員 69名 135,400株 2016年2月25日 ¥  1

（$0.01） 2019年2月25日～ 2026年2月24日

2016年
ストック・オプション（4） 当社取締役 5名 28,500株 2016年10月3日 ¥  1

（$0.01） 2016年10月4日～ 2046年10月3日

2016年
ストック・オプション（5） 当社取締役 5名 181,800株 2016年10月3日 ¥  1

（$0.01） 2019年10月3日～ 2026年10月2日

2016年
ストック・オプション（6）

当社および完全子会社
従業員 84名 180,000株 2016年10月3日 ¥  1

（$0.01） 2019年10月3日～ 2026年10月2日

2017年
ストック・オプション（1） 当社取締役 4名 16,700株 2017年10月6日 ¥  1

（$0.01） 2017年10月7日～ 2047年10月6日

2017年
ストック・オプション（2） 当社取締役 4名 98,600株 2017年10月6日 ¥  1

（$0.01） 2020年10月6日～ 2027年10月5日

2017年
ストック・オプション（3）

当社および完全子会社
従業員 90名 140,400株 2017年11月6日 ¥  1

（$0.01） 2020年11月6日～ 2027年11月5日

2018年
ストック・オプション（1） 当社取締役 4名 12,100株 2018年7月6日 ¥  1

（$0.01） 2018年7月7日～ 2048年7月6日

2018年
ストック・オプション（2） 当社取締役 4名 77,500株 2018年7月6日 ¥  1

（$0.01） 2021年7月6日～ 2028年7月5日

2018年
ストック・オプション（3）

当社および完全子会社
従業員 101名 168,000株 2018年11月2日 ¥  1

（$0.01） 2021年11月2日～ 2028年11月1日

（注）2015年7月1日付で行われた1株につき3株の株式分割後の株式数に換算して記載しています。
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ストック・オプションの変動状況

2010年
ストック・
オプション
（1）

2010年
ストック・
オプション
（2）

2012年
ストック・
オプション
（1）

2012年
ストック・
オプション
（2）

2014年
ストック・
オプション
（1）

2014年
ストック・
オプション
（2）

2014年
ストック・
オプション
（3）

2016年
ストック・
オプション
（1）

2016年
ストック・
オプション
（2）

単位：（株）

2018年3月期
権利確定前
前連結会計年度末 .................................. 133,800 108,300 170,500
付与 ......................................................
失効 ......................................................
権利確定 ............................................... 133,800 108,300
未確定残 ............................................... 170,500

権利確定後
前連結会計年度末 .................................. 44,100 15,000 94,500 83,100 39,000 31,400
権利確定 ............................................... 133,800 108,300
権利行使 ............................................... 32,100 9,000 18,900 27,000 8,700 116,100 35,700 6,800
失効 ...................................................... 6,900
未行使残 ............................................... 12,000 6,000 75,600 56,100 30,300 17,700 65,700 24,600

2019年3月期
権利確定前
前連結会計年度末 .................................. 170,500
付与 ......................................................
失効 ......................................................
権利確定 ............................................... 170,500
未確定残 ...............................................

権利確定後
前連結会計年度末 .................................. 12,000 6,000 75,600 56,100 30,300 17,700 65,700 24,600
権利確定 ............................................... 170,500
権利行使 ............................................... 12,000 6,000 18,900 9,000 8,400 10,500 6,500 131,800
失効 ......................................................
未行使残 ............................................... 56,700 47,100 21,900 17,700 55,200 18,100 38,700

単位：円（米ドル）

権利行使価格 ............................................ ¥609 ¥609 ¥631 ¥631 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1
（$5.49）（$5.49）（$5.69）（$5.69）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）

付与日における公正な評価単価 .................. ¥110 ¥110 ¥141 ¥141 ¥1,172 ¥1,136 ¥1,136 ¥1,483 ¥1,428
（$0.99）（$0.99）（$1.27）（$1.27）（$10.56）（$10.24）（$10.24）（$13.36）（$12.87）

2016年
ストック・
オプション
（3）

2016年
ストック・
オプション
（4）

2016年
ストック・
オプション
（5）

2016年
ストック・
オプション
（6）

2017年
ストック・
オプション
（1）

2017年
ストック・
オプション
（2）

2017年
ストック・
オプション
（3）

2018年
ストック・
オプション
（1）

2018年
ストック・
オプション
（2）

2018年
ストック・
オプション
（3）

単位：（株）

2018年3月期
権利確定前
前連結会計年度末 ................... 132,100 181,800 176,900
付与 ....................................... 16,700 98,600 140,400
失効 ....................................... 14,600 16,600 3,100
権利確定 ................................ 16,700
未確定残 ................................ 117,500 181,800 160,300 98,600 137,300

権利確定後
前連結会計年度末 ................... 28,500
権利確定 ................................ 16,700
権利行使 ................................ 5,400
失効 .......................................
未行使残 ................................ 23,100 16,700

2019年3月期
権利確定前
前連結会計年度末 ................... 117,500 181,800 160,300 98,600 137,300
付与 ....................................... 12,100 77,500 168,000
失効 ....................................... 27,600 16,000 1,700
権利確定 ................................ 117,500 12,100
未確定残 ................................ 181,800 132,700 98,600 121,300 77,500 166,300

権利確定後
前連結会計年度末 ................... 23,100 16,700
権利確定 ................................ 117,500 12,100
権利行使 ................................ 19,000 7,700 5,200
失効 ....................................... 8,600
未行使残 ................................ 89,900 15,400 11,500 12,100

単位：円（米ドル）

権利行使価格 ............................. ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1 ¥   1
（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）（$ 0.01）

付与日における公正な評価単価 ... ¥1,428 ¥1,876 ¥1,809 ¥1,809 ¥2,786 ¥2,726 ¥3,073 ¥3,147 ¥3,126 ¥2,345
（$12.87）（$16.90）（$16.30）（$16.30）（$25.10）（$24.56）（$27.69）（$28.35）（$28.16）（$21.13）

（注） 2015年7月1日付で普通株式1株につき3株の株式分割を行っています。株式数、権利行使価格および付与日における公正な評価単価については、当該株式
分割後の株式数および価格に換算して記載しています。

2019年3月期に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
2018年6月21日決議（2018年7月6日付与分） 2018年6月21日決議（2018年7月6日付与分）

使用した算定技法 ブラック・ショールズ式
株価変動性 30.05％
予想残存期間 6.5年
予想配当 22.60円／株
無リスク利子率 （0.08）％
注：1.  株価変動性は2012年1月～ 2018年7月までの株価実

績に基づき算定しています。
2.  算定時点から権利行使期間の中間点までの期間と推定
して見積っています。

3.  直近1年間の配当実績に基づいています。
4.  残存期間が予想残存期間に近似する長期国債の複利
利回りの平均値を使用しています。

使用した算定技法 ブラック・ショールズ式
株価変動性 31.62％
予想残存期間 5.5年
予想配当 22.60円／株
無リスク利子率 （0.10）％
注：1.  株価変動性は2013年1月～ 2018年7月までの株価実

績に基づき算定しています。
2.  ストック・オプション報酬規程に定めている各役職のス
トック・オプション報酬基準額で加重平均することによ
り、見積っています。

3. 直近1年間の配当実績に基づいています。
4.  残存期間が予想残存期間に近似する長期国債の複利
利回りの平均値を使用しています。
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2018年10月18日決議（2018年11月2日付与分）
使用した算定技法 ブラック・ショールズ式
株価変動性 31.93％
予想残存期間 6.5年
予想配当 21.29円／株
無リスク利子率 （0.03）％
注：1.  株価変動性は2012年5月～ 2018年11月までの株価

実績に基づき算定しています。
2.  算定時点から権利行使期間の中間点までの期間と推定
して見積っています。

3.  直近1年間の配当実績に基づいています。
4.  残存期間が予想残存期間に近似する長期国債の複利
利回りの平均値を使用しています。

ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しています。

9. 法人税等
当社および当社国内子会社は、日本の国および地方に法人税等を納める義務を負っています。法定実効税率は、2019年3月期におい
て約30.6%、および2018年3月期において約30.9%となっています。

2019年および2018年3月31日現在の繰延税金資産および繰延税金負債の内訳は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

繰延税金資産：
棚卸資産評価損 ......................................................................................... ¥ 929 ¥ 1,108 $ 8,368

未払事業税 ................................................................................................ 151 270 1,358

賞与引当金 ................................................................................................ 579 780 5,221

未実現利益 ................................................................................................ 472 356 4,257

退職給付に係る負債 ................................................................................... 1,737 1,455 15,655

減価償却超過額 ......................................................................................... 782 749 7,045

繰越欠損金 ................................................................................................ 787 846 7,089

その他 ― 純額 ........................................................................................... 1,585 1,616 14,277

繰延税金資産小計 ......................................................................................... 7,022 7,180 63,270

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） ............................................. （733） （6,608）
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 .......................................... （182） （1,635）

評価性引当額小計 ......................................................................................... （915） （929） （8,243）
繰延税金資産計 ............................................................................................. 6,107 6,251 55,027

繰延税金負債：
固定資産圧縮積立金 .................................................................................. （81） （86） （735）
無形固定資産時価評価 ............................................................................... （1,274） （1,329） （11,475）
その他 ― 純額 ........................................................................................... （724） （528） （6,519）
繰延税金負債計 ............................................................................................. （2,079） （1,943） （18,729）
繰延税金資産の純額 ...................................................................................... ¥ 4,028 ¥ 4,308 $ 36,298

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰越税金資産の繰越期限別の金額

単位：百万円

2019
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金（※） ... ¥ 107 ¥ 165 ¥ 135 ¥ 132 ¥ 31 ¥ 217 ¥ 787

評価性引当額 ................. ¥ （107） （111） ¥ （135） ¥ （132） ¥ （31） ¥ （217） （733）
繰延税金資産 ................. ¥ 54 ¥ 54

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

単位：千米ドル

2019
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金（※） ... $ 965 $ 1,481 $ 1,220 $ 1,190 $ 280 $ 1,953 $ 7,089

評価性引当額 ................. $ （965） （1,000） $ （1,220） $ （1,190） $ （280） $ （1,953） （6,608）
繰延税金資産 ................. $ 481 $ 481

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

2019年および2018年3月期における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の
内訳は以下のとおりです。

2019 2018

法定実効税率 ............................................................................................................................. 30.6% 30.9%

（調整）
役員賞与否認 ............................................................................................................................. 0.0 0.2

交際費等損金不算入項目 ............................................................................................................ 0.1 0.2

住民税均等割等 .......................................................................................................................... 0.2 0.1

評価性引当金の減少 ................................................................................................................... （0.4） （0.7）
のれん償却額 ............................................................................................................................. 1.0

子会社の適用税率差 ................................................................................................................... （3.4） （3.0）
税率変更による影響額 ................................................................................................................ （2.1）
税額控除 .................................................................................................................................... （2.7） （0.3）
その他 ........................................................................................................................................ （0.1） （0.7）
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ........................................................................................ 24.3% 25.6%

10. 研究開発費
2019年、2018年および2017年3月期における研究開発費の金額はそれぞれ1,614百万円（14,542千米ドル）、1,845百万円およ
び1,743百万円です。

11. コミットメントライン契約
ミスミグループは、運転資金の安定的かつ機動的な調達を目的に、取引銀行3行とコミットメントライン契約を締結しています。
2019年3月31日現在におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2019

コミットメントライン契約の総額 ............................................................................................... ¥15,000 $135,147

借入実行残高 ..........................................................................................................................

差引額 .................................................................................................................................... ¥15,000 $135,147

上記のコミットメントライン契約は財務制限条項が付されており、下記のいずれかに該当した場合、本契約上のすべての債務について
期限の利益を喪失する可能性があります。
（1） 各連結会計年度末日の連結貸借対照表における純資産の部の合計金額が、直近の連結会計年度末日の連結貸借対照表における

純資産の部の合計金額の75％に相当する金額未満となった場合
（2）各連結会計年度の決算期の連結損益計算書における経常損益（注）に関して、2期連続して経常損失を計上した場合
（注）経常損益は税金等調整前当期純利益から日本基準における特別損益を控除したものです。

2018年3月31日現在において、該当事項はありません。
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12. リース
ミスミグループは、機械装置、コンピュータ機器と通信設備、事務所その他をリースしています。

2019年3月31日現在における解約不能オペレーティング・リース取引における未経過リース料は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2019

一年以内 ................................................................................................................................. ¥1,478 $13,316

一年超 .................................................................................................................................... 2,731 24,610

合計 ........................................................................................................................................ ¥4,209 $37,926

13. 金融商品
（1）金融商品に対する取組方針

ミスミグループは、主にFA事業、金型部品事業、VONA事業において企画・販売を行っており、事業遂行上の設備投資計画について
は原則自己資金を充当しています。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しており、投機的な取引は行わない方針です。
デリバティブ取引は、為替の変動リスクをヘッジする目的のみに利用する方針です。

（2）金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支
払期日です。また、グローバルに事業を展開していることから、外貨建債権・債務を保有しており、為替変動リスクに晒されています。ミ
スミグループでは、原則外貨建債権・債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用して為替変動リスクをヘッジしています。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
（a）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

ミスミグループは、販売管理ルールに従い、営業管理部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手毎に期日および残
高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。デリバティブ取引の利用にあたって
は、信用リスクを軽減するために、格付の高い大手金融機関とのみ取引を行っており、当社では重要な信用リスクはないと判断して
います。当期の連結決算日における最大の信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表されています。

（b）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
ミスミグループは、外貨建の債権・債務について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対し、原則として先物為替予約を利用
してヘッジしています。投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直して
います。デリバティブ取引については、現状主に先物為替予約を取扱っています。またその目的は、実需の外貨建債権・債務のヘッ
ジに限定しています。当社のデリバティブ業務に関するリスク管理については、ファイナンス室内の財務担当者による相互牽制お
よびチェックにより行われています。

（c）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
ミスミグループは、各部署からの報告に基づきファイナンス室が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、必要な手許流
動性を算定し、その金額を維持することで流動性リスクを管理しています。

（4）金融商品の時価等に関する事項
金融商品の時価は、市場価格に基づく価額で、市場動向によって価額が変動することもあります。また、注記14. デリバティブ にお
けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブの取引に係る市場リスクを示すものではありま
せん。
（a）金融商品の時価等に関する事項

2019年および2018年3月31日現在の金融商品の連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。

単位：百万円

2019
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

現金及び現金同等物 ........................................................................................ ¥ 41,753 ¥ 41,753

定期預金 ......................................................................................................... 8,931 8,931

受取手形 ......................................................................................................... 12,211 12,211

売掛金 ............................................................................................................ 55,042 55,042

支払手形及び買掛金 ........................................................................................ （18,219） （18,219）
新株予約権付社債 ...........................................................................................

デリバティブ取引 ― 純額 ................................................................................. （76） （76）

単位：百万円

2018

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

現金及び現金同等物 ........................................................................................ ¥ 51,713 ¥ 51,713

定期預金 ......................................................................................................... 13,790 13,790

受取手形 ......................................................................................................... 11,936 11,936

売掛金 ............................................................................................................ 55,881 55,881

支払手形及び買掛金 ........................................................................................ （19,524） （19,524）
新株予約権付社債 ........................................................................................... （106） （239） ¥133

デリバティブ取引 ― 純額 ................................................................................. 226 226

単位：千米ドル

2019
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

現金及び現金同等物 ........................................................................................ $376,191 $376,191

定期預金 ......................................................................................................... 80,463 80,463

受取手形 ......................................................................................................... 110,023 110,023

売掛金 ............................................................................................................ 495,914 495,914

支払手形及び買掛金 ........................................................................................ （164,146） （164,146）
新株予約権付社債 ...........................................................................................

デリバティブ取引 ― 純額 ................................................................................. （682） （682）

時価を把握することが極めて困難と認められるものは上表には含まれていません。

金融商品の時価の算定方法及びデリバティブに関する情報

現金及び現金同等物並びに定期預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
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新株予約権付社債
　取引先金融機関から提示された価格によっています。

デリバティブ取引
　注記14. デリバティブ をご参照ください。

（b）2019年および2018年3月31日現在における時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

非上場株式 ................................................................................................... ¥6 ¥6 $56

（5）金銭債権の2019年および2018年3月31日より後の償還予定額

単位：百万円

2019
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び現金同等物 .............................................................. ¥ 41,753

定期預金 ............................................................................... 8,931

受取手形 ............................................................................... 12,211

売掛金 .................................................................................. 55,042

合計 ...................................................................................... ¥ 117,937

単位：百万円

2018

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び現金同等物 .............................................................. ¥ 51,713

定期預金 ............................................................................... 13,790

受取手形 ............................................................................... 11,936

売掛金 .................................................................................. 55,881

合計 ...................................................................................... ¥ 133,320

単位：千米ドル

2018
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び現金同等物 .............................................................. $ 376,191

定期預金 ............................................................................... 80,463

受取手形 ............................................................................... 110,023

売掛金 .................................................................................. 495,914

合計 ...................................................................................... $ 1,062,591

（6）社債の2019年および2018年3月31日より後の償還予定額
2019年3月31日現在において、社債はありません。

単位：百万円

2018

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

新株予約権付社債 ................................................................. ¥106

14. デリバティブ
2019年および2018年3月31日現在におけるヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引は次のとおりです。

単位：百万円

2019
契約額等 契約額のうち1年超 時価 評価損益

為替予約取引
買建 .................................................................................. ¥ 1,635 ¥ （20） ¥ （20）
売建 .................................................................................. ¥ 3,072 ¥ （35） ¥ （35）

直物為替先渡取引
売建 .................................................................................. ¥ 173 ¥ （21） ¥ （21）

単位：百万円

2018
契約額等 契約額のうち1年超 時価 評価損益

為替予約取引
買建 .................................................................................. ¥ 3,751 ¥ （30） ¥ （30）
売建 .................................................................................. ¥ 7,648 ¥ 256 ¥ 256

単位：千米ドル

2019
契約額等 契約額のうち1年超 時価 評価損益

為替予約取引
買建 .................................................................................. $ 14,735 $ （180） $ （180）
売建 .................................................................................. $ 27,680 $ （316） $ （316）

直物為替先渡取引
売建 .................................................................................. $ 1,558 $ （186） $ （186）

時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

15. 包括利益
2019年、2018年および2017年3月期のその他の包括利益にかかる組替調整額および税効果額は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2017 2019

その他有価証券評価差額金
当期発生額 ...................................................................... ¥ （3）
組替調整額 ...................................................................... 15
税効果調整前 ............................................................... 12
税効果額 ...................................................................... （6）
その他有価証券評価差額金 ........................................... 6

為替換算調整勘定
当期発生額 ...................................................................... ¥（105） ¥545 （2,226） $（951）
組替調整額 ...................................................................... （99）
税効果調整前 ............................................................... （105） 446 （2,226） （951）
税効果額 ......................................................................
為替換算調整勘定 ........................................................ （105） 446 （2,226） （951）

退職給付に係る調整額
当期発生額 ...................................................................... （12） （62） （5） （106）
組替調整額 ...................................................................... 23 25 28 210
税効果調整前 ............................................................... 11 （37） 23 104
税効果額 ...................................................................... （4） 11 （8） （37）
退職給付に係る調整額 .................................................. 7 （26） 15 67

持分法適用会社に対する持分相当額
当期発生額 ...................................................................... （12） 8 （11） （105）

その他の包括利益合計 ......................................................... ¥（110） ¥428 ¥ （2,216） $（989）

45MISUMI Group Annual Report 2019MISUMI Group Annual Report 201944



16. 1株当たり当期純利益
2019年、2018年および2017年3月期の1株当たり当期純利益と潜在株式調整後1株当たり当期純利益の差異の調整は次のとお
りです。

単位：百万円 単位：千株 単位：円 単位：米ドル

2019年3月31日終了連結会計年度 当期純利益 平均株式数 1株当たり利益

1株当たり利益－普通株主に係る当期純利益 .................... ¥24,034 283,426 ¥84.80 $0.76
潜在株式による影響
― 新株予約権 ............................................................. 1,086

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
― 調整後当期純利益 .................................................. ¥24,034 284,512 ¥84.48 $0.76

2018年3月31日終了連結会計年度
1株当たり利益－普通株主に係る当期純利益 .................... ¥25,602 281,294 ¥91.01
潜在株式による影響
― 新株予約権 ............................................................. 967
― 新株予約権付社債 .................................................. （78） 2,083

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
― 調整後当期純利益 .................................................. ¥25,524 284,344 ¥89.76

2017年3月31日終了連結会計年度
1株当たり利益－普通株主に係る当期純利益 .................... ¥18,387 274,692 ¥66.94
潜在株式による影響
― 新株予約権 ............................................................. 870
― 新株予約権付社債 .................................................. （32） 8,157

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
― 調整後当期純利益 .................................................. ¥18,355 283,719 ¥64.70

17. 関連当事者との取引
2019年3月期においては、該当事項はありません。

2018年3月期の当社と関連当事者との取引は次のとおりです。

2018

種類 氏名 職業 議決権等の所有
（被所有）割合（％） 取引の内容

取引金額
単位：百万円

役員 池口　徳也 当社取締役 （被所有）
直接　0.05

ストック・オプションの
権利行使（注） ¥20

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
ストック・オプションの権利行使は、権利付与時の契約によっています。

18. 連結キャッシュ・フロー計算書
2019年、2018年および2017年3月期において、投資活動におけるキャッシュ・フローの「その他 -純額」には、在外子会社貸付金
にかかる為替差収支59百万円（529千米ドル）、（501）百万円および2,915百万円がそれぞれ含まれています。

2019年および2018年3月期の転換社債新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による重要な非資金取引の内容は次のと
おりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2019

新株予約権の行使による資本金の増加額 ........................................................ ¥ 56 ¥ 5,085 $  505

新株予約権の行使による資本準備金の増加額 ................................................. 56 5,085 505

新株予約権の行使による新株予約権付社債の減少額 ....................................... ¥112 ¥10,170 $1,010

19. 後発事象
以下の2019年3月31日現在の剰余金の配当が、2019年6月13日に開催された定時株主総会で承認されました。

単位：百万円 単位：千米ドル

期末配当金、1株当たり10.99円（0.10米ドル） ......................................................................... ¥3,117 $28,084

20. セグメント情報
（1）報告セグメントの概要

ミスミグループの報告セグメントは、分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が業績を評価し、経営資源の配分を決定する
ために定期的に検討を行う構成単位となっているものです。

ミスミグループは、株式会社ミスミグループ本社、連結子会社45社、非連結子会社1社および関連会社2社で構成されており、FA事
業、金型部品事業、VONA事業の3つの領域において事業を展開しています。

「FA事業」はFA（Factory Automation）などの生産システムの合理化・省力化で使用される自動機の標準部品、高精度の精密生産装
置に利用される自動位置決めモジュール、光技術関連の各種実験研究機器の開発・提供と電子機器類のデジタル化に伴い変化する
各種機器生産現場への部材などを開発・提供しています。

「金型部品事業」は主に自動車、電子・電機機器分野に金属塑性加工用プレス金型、プラスチック射出成形用金型に組み込む金型標
準部品、精密金型部品の開発・提供をしています。

「VONA事業」はミスミブランド以外のメーカー品も取り揃えた、ウェブ販売を中心とする一般流通品事業です。生産設備関連部品に
加えて、製造副資材やMRO（消耗品）などを提供しています。

（2）報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「2.重要な会計方針」における記載の方法と同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

（3）報告セグメントごとの売上高および利益に関する情報

単位：百万円

2019
報告セグメント

FA事業 金型部品事業 VONA事業 計 調整額 連結

売上高：
外部顧客への売上高 .............................. ¥109,231 ¥76,443 ¥146,262 ¥331,936 ¥331,936

計 ......................................................... 109,231 76,443 146,262 331,936 331,936

セグメント利益 ...................................... 18,836 6,110 6,929 31,875 31,875

のれん等償却前セグメント利益（注） ....... ¥ 18,836 ¥ 6,725 ¥  6,929 ¥ 32,490 ¥ 32,490

（注）Dayton Lamina社買収にかかるその他無形固定資産の償却費を加算した利益

単位：百万円

2018

報告セグメント

FA事業 金型部品事業 VONA事業 計 調整額 連結

売上高：
外部顧客への売上高 .............................. ¥105,184 ¥76,523 ¥131,262 ¥312,969 ¥312,969

計 ......................................................... 105,184 76,523 131,262 312,969 312,969

セグメント利益 ...................................... 20,172 5,870 9,010 35,052 ¥（203） 34,849

のれん等償却前セグメント利益（注） ....... ¥ 20,172 ¥ 7,487 ¥  9,010 ¥ 36,669 ¥（203） ¥ 36,466

（注）Dayton Lamina社買収にかかるのれん・その他無形固定資産の償却費を加算した利益
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単位：百万円

2017

報告セグメント

FA事業 金型部品事業 VONA事業 計 調整額 連結

売上高：
外部顧客への売上高 .............................. ¥84,669 ¥69,798 ¥104,549 ¥259,016 ¥259,016

計 ......................................................... 84,669 69,798 104,549 259,016 259,016

セグメント利益 ...................................... 14,418 3,097 9,950 27,465 ¥（338） 27,127

のれん等償却前セグメント利益（注） ....... ¥14,418 ¥ 5,392 ¥  9,950 ¥ 29,760 ¥（338） ¥ 29,422

（注）Dayton Lamina社買収にかかるのれん・その他無形固定資産の償却費を加算した利益

単位：千米ドル

2019
報告セグメント

FA事業 金型部品事業 VONA事業 計 調整額 連結

売上高：
外部顧客への売上高 .............................. $984,151 $688,738 $1,317,799 $2,990,688 $2,990,688

計 ......................................................... 984,151 688,738 1,317,799 2,990,688 2,990,688

セグメント利益 ...................................... 169,705 55,049 62,430 287,184 287,184

のれん等償却前セグメント利益（注） ....... $169,705 $ 60,594 $   62,430 $  292,729 $  292,729

（注）Dayton Lamina社買収にかかるその他無形固定資産の償却費を加算した利益

（4）調整額の主な内容

営業利益

単位：百万円 単位：千米ドル

2019 2018 2017 2019

報告セグメント計 ................................................................. ¥31,875 ¥35,052 ¥27,465 $287,184

その他 ................................................................................. （203） （338）
連結損益計算書の営業利益.................................................. ¥31,875 ¥34,849 ¥27,127 $287,184

（5）地域ごとの情報

単位：百万円

2019
日本 中国 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

売上高 ........................... ¥ 176,127 ¥ 56,838 ¥ 47,849 ¥ 28,236 ¥ 17,256 ¥ 5,630 ¥ 331,936

単位：百万円

2018
日本 中国 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

売上高 ........................... ¥ 166,440 ¥ 56,872 ¥ 42,316 ¥ 26,986 ¥ 15,490 ¥ 4,865 ¥ 312,969

単位：千米ドル

2019
日本 中国 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

売上高 ........................... $ 1,586,877 $ 512,096 $ 431,112 $ 254,403 $ 155,472 $ 50,728 $ 2,990,688

単位：百万円

2019
日本 中国 ベトナム アメリカ その他 計

有形固定資産 ................. ¥ 14,368 ¥ 7,890 ¥ 8,440 ¥ 3,263 ¥ 3,676 ¥ 37,637

単位：百万円

2018
日本 中国 ベトナム アメリカ その他 計

有形固定資産 ................. ¥ 11,262 ¥ 7,482 ¥ 6,253 ¥ 2,605 ¥ 2,112 ¥ 29,714

単位：千米ドル

2019
日本 中国 ベトナム アメリカ その他 計

有形固定資産 ................. $ 129,453 $ 71,086 $ 76,045 $ 29,403 $ 33,116 $ 339,103

（6）報告セグメントごとの減損損失に関する情報
2019年および2017年3月期においては、該当事項はありません。

2018年3月期における減損損失は報告セグメントに配分していません。減損損失の金額は261百万円です。

（7）報告セグメントごとののれんに関する情報
2019年3月期においては、該当事項はありません。

単位：百万円

2018
報告セグメント

計
金型部品事業

当期償却額 ....................... ¥1,000 ¥1,000

当期末残高 .......................
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会社概要および株式情報
（2019年3月31日現在）

独立監査人の監査報告書（訳文）

株式情報

発行可能株式総数   1,020,000,000株
発行済株式総数   283,756,497株
株 主 数   6,073名

商 号 株式会社ミスミグループ本社（英文名：MISUMI Group Inc.）
設 立 1963年2月23日

所 在 地 〒112-8583 東京都文京区後楽二丁目5番1号
飯田橋ファーストビル

資 本 金 130億2千3百万円

上場証券取引所  （株）東京証券取引所 市場第1部（証券コード：9962）
事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定期株主総会 6月

事 業 内 容 グループの経営戦略立案や管理ならびに
それらに付随するグループ経営に必要な機能

U R L https://www.misumi.co.jp/

会社概要

株式分割
1994年 5月 1 1.2

1995年 5月 1 1.1

1996年 5月 1 1.1

1997年11月 1 1.1

2000年 5月 1 1.1

2001年 8月 1 1.1

2004年 5月 1 1.5

2006年 4月 1 2.0

2015年 7月 1 3.0

所有者別株式分布状況

個人・その他
4.50%

その他法人
0.48%

銀行・その他
金融機関
34.81%

外国法人等
60.21%

大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 46,854 16.51%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 26,767 9.43%
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
常任代理人
香港上海銀行東京支店

14,224 5.01%

みずほ信託銀行株式会社
退職給付信託みずほ銀行口　再信託受託者
資産管理サービス信託銀行株式会社

10,678 3.76%

JP MORGAN CHASE BANK 380055
常任代理人
株式会社みずほ銀行決済営業部

8,296 2.92%

RBC IST 15 PCT LENDING ACCOUNT
常任代理人
シティバンク、エヌ・エイ東京支店

6,776 2.39%

BBH FOR MATTHEWS ASIA DIVIDEND FUND
常任代理人
株式会社三菱UFJ銀行

5,869 2.07%

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044
常任代理人
株式会社みずほ銀行決済営業部

5,803 2.05%

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223
常任代理人
株式会社みずほ銀行決済営業部

5,195 1.83%

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140051
常任代理人
株式会社みずほ銀行決済営業部

4,978 1.75%

（注）持株比率は少数点以下第3位を四捨五入しています。

株価および出来高の推移

〈お問い合わせ先〉   株式会社ミスミグループ本社 コーポレート・リレーション室　　TEL：03-5805-7037　E-MAIL：cc@misumi.co.jp

株式会社ミスミグループ本社　取締役会　御中

　当監査法人は、株式会社ミスミグループ本社及び連結子会社の円貨で表示された2019年3月31日現在の連結貸
借対照表、同日をもって終了する連結会計年度の連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算
書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記について監査を
行なった。

連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、日本において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連
する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社ミスミグループ本社及び連結子会社の2019年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計
年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

便宜上の換算
　監査は円貨の米ドルへの換算の検討も含んでおり、監査の結果、換算は連結財務諸表注記1に記載されている基準
に準拠して行われていると認める。米ドル金額はもっぱら在外読者の便宜のために表示されている。
 以上
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（注）本監査報告書は、「MISUMI Group Annual Report 2019（英語版）」に掲載されている“Independent Auditor’s Report”を翻訳したものです。

独立監査人の監査報告書
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